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Ⅰ 食の安全安心の確保に関する施策の実施状況の概要

１ 安全で安心できる食品の供給の確保

（１）生産及び供給体制の確立

イ 生産者の取組への支援

食品の生産においては，安全で安心できる食品を望む消費者の期待に応えられるよう，

生産者自らが食の安全安心の必要性を身近に感じ，取り組むことが必要であり，その取

組を促進する施策を実施した。

農業関係では，「みやぎの環境にやさしい農産物認証・表示制度」の普及拡大に努め

るとともに，農業生産工程管理（ＧＡＰ）に基づく自主的な衛生管理の取組を推進した。
ギ ヤ ツ プ

また，農薬使用者等に対する立入検査を通じて，農薬の適正使用を推進した。

畜産関係については，県内全ての牛に管理用個体識別番号耳標を装着し，牛の生産履

歴が把握できる体制を継続した。

水産関係については，東日本大震災により被災したかき共同処理施設の復旧整備に

際して，浄化施設を併設するなどの安全対策を取った。

ロ 安全な農水産物生産環境づくり支援

食の安全安心を確保するためには，個々の生産者だけでは解決しにくい課題があるこ

とから，生産者が積極的に安全な農産物等の生産に取り組むことができる環境整備に努

めた。

農業関係では，病害虫の防除対策の支援，カドミウム（Ｃｄ）基準値超過米の発生抑

制対策の推進により，安全な農産物の生産を図った。また，放射性物質濃度のデータを

活用し，必要な営農対策等について指導助言等を行った。

畜産関係では，家畜伝染病予防法に基づく検査により，家畜伝染病等の発生予防とま

ん延防止を図り，経済的損失を防ぐとともに，安全で高品質な畜産物の生産を図った。

水産関係では，出荷が可能となった県産二枚貝等について，食中毒未然防止及び信頼

性向上のための貝毒検査を実施した。

ハ 事業者に対する支援

ＨＡＣＣＰの考えを取り入れた本県独自の衛生管理手法「みやぎ食品衛生自主管理
ハ サ ツ プ

登録・認証制度」について，事業者への普及推進に努めた。また，米穀等の取引等に係

る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律（米トレーサビリティ法）の全部施行に

伴う立入検査や周知啓発，「食材王国みやぎ地産地消推進店」の登録推進を図った。
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(２）監視指導及び検査の徹底

イ 生産者に対する安全性の監視及び指導の徹底

食品の生産段階での安全性を確保するため，農薬の販売者及び使用者に対する立入検

査，肥料及び飼料の安全性確保のための立入検査，動物用医薬品販売業者への立入検査

を行うとともに，高病原性鳥インフルエンザの予防のための定期的な監視・検査等を実

施し，生産物の安全安心の確保に努めた。

ロ 事業者に対する安全性の監視及び指導の徹底

食品衛生法に基づき，毎年度策定している宮城県食品衛生監視指導計画による，食品

営業施設の監視指導並びに輸入食品を始め県内に流通する食品の規格基準の検査，食品

中の残留農薬，ノロウイルス及びＢＳＥ検査等を実施し，飲食に起因する危害防止に努

めた。

東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴い，県産主要農畜水産物の安全性を確認す

るために放射性物質検査を行った。

また，水産物については，県内の主要魚市場に簡易測定器を貸与し，スクリーニング

調査による安全確認を行い，基準値を超える水産物を市場に流通させないよう万全な対

策を講じた。

さらに，市町村等が実施する放射性物質測定検査に係る経費に対し，交付金による支

援を行った。

ハ 食品表示の適正化の推進

食品表示の適正化を推進するため，ＪＡＳ法，食品衛生法などの関係法令に基づき監

視指導を行った。また，食品表示ウォッチャーによる食品表示モニタリング調査，輸入

生かき偽装防止特別監視員（オイスターＧメン）による監視指導を実施した。

２ 食の安全安心に係る信頼関係の確立

（１）情報共有及び相互理解の促進

イ 情報の収集，分析及び公開

食の安全安心の確保のためには，情報の共有が重要であることから，みやぎ食の安全

安心消費者モニターアンケートや食の安全安心に関する研修会（テーマ「食と放射性物

質」）等により県民の意向の把握に努めたほか，宮城県食品衛生監視指導計画に基づく

監視指導結果等を取りまとめて公表した。

ロ 生産者・事業者及び消費者との相互理解の促進

食の安全安心の確保のためには，消費者，生産者及び事業者の相互理解のもと，信頼

関係を構築することが重要であることから，食の安全安心セミナーの開催，「地域の食

と農の相談窓口」の設置，民間企業等と連携した地産地消のＰＲ，学校給食への県産食

材の利用拡大の働きかけ等により消費者，生産者及び事業者等の相互理解を促進した。
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（２）県民参加

イ 県民総参加運動の展開

消費者，生産者及び事業者，県が協働して「安全で安心できる食」の実現を目指し，

消費者が参加する「みやぎ食の安全安心消費者モニター制度」及び生産者・事業者が

自ら取り組む「みやぎ食の安全安心取組宣言」を中心に「みやぎ食の安全安心県民総

参加運動」を推進した。

ロ 県民の意見の食の安全安心の確保に関する施策への反映

食の安全安心消費者モニターアンケートの実施，食の安全安心セミナーでの意見交換

等，様々な機会を活用し広く県民の意見を収集した。また，「食品表示１１０番」及び

「食の１１０番」を設置し，県民や事業者からの食品の表示等に関する情報提供，疑問

や相談に対応した。

３ 食の安全安心を支える体制の整備

（１）体制整備及び関係機関等との連携強化

イ 食の安全安心対策本部による危機管理及び総合的な対策の推進

食に対する安全安心の施策を総合的に推進するため，宮城県食の安全安心対策本部を

設置しており，平成２５年度は，６月に開催した第１回対策本部会議において，牛海綿

状脳症（ＢＳＥ）の検査体制を見直し，平成２５年７月１日から検査対象を全頭から４

８か月超とすることを決定した。

また，８月に開催した第２回対策本部会議においては，基本計画に基づく施策の実施

状況について協議を行った。

ロ みやぎ食の危機管理基本マニュアル等（個別のマニュアルを含む）による迅速な対応

みやぎ食の危機管理基本マニュアル及び関係各課において作成している個別の対応マ

ニュアルに基づく事案等について情報の共有化を図り，食の安全安心の確保に対する危

機に備えた。

ハ 食の安全に関する調査・研究の充実

生かきのノロウイルス対策として，新検査手法の実用化のためデータの蓄積を図り，

簡易かつ迅速な自主検査手法としての有効性を確認した。

またヒスタミンの分析法の検討，亜鉛等重金属の公定法の改良検討を行った。

ニ 国，都道府県，市町村との連携

厚生労働省等から適宜違反食品等に係る情報の提供を受けるとともに，輸入食品に関

する情報収集に努めた。また，食品表示の適正化に向けて，国や市町村と連携を図り，

疑義情報に迅速に対応した。
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（２）みやぎ食の安全安心推進会議

食の安全安心の確保を図るため，条例により学識経験者，消費者代表及び生産者・事

業者代表で構成する「みやぎ食の安全安心推進会議」を設置している。平成２５年度は

推進会議を３回開催し，食の安全安心確保に関して審議を行ったほか，「食の安全安心

の確保に関する基本的な計画（第２期）」に基づく施策の実施状況について評価を受け

るとともに意見や提言を広く聴取し，各種施策に反映させた。

４ 食品に係る放射能対策

イ 食品の放射性物質検査

県が定めた「農林水産物等の放射性物質検査計画」により，県内で生産される農林畜

水産物等や販売される食品について放射性物質検査を行い，安全が確認された食品の流

通に努めた。

また，検査結果は，県ホームページ「放射能情報サイトみやぎ」等で速やかに公表し

た。

ロ 生産者･事業者及び消費者との相互理解の促進

食の安全安心に関する意見交換及び共通認識の醸成を図るため，放射性物質をテーマ

に，消費者，生産者・事業者，行政等が主体となっ食の安全安心セミナー，地域に密着

した地方懇談会，消費者モニターを対象にした研修会を開催した。

［注］

「４ 食品に係る放射能対策」については，みやぎ食の安全安心推進会議において別立てで

評価すべきとの意見を受け，平成２３年度「施策の実施状況」以降，食品に係る放射能対策を

一部再掲する形で記載している。
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基本計画の大分類－中分類－小分類

１－（１）－イ

Ⅱ 食の安全安心の確保に関する基本的な計画に係る施策ごとの実施状況Ⅱ 食の安全安心の確保に関する基本的な計画に係る施策ごとの実施状況

１ 安全で安心できる食品の供給の確保

（１）生産及び供給体制の確立

イ 生産者の取組への支援

(イ) 安全な農産物生産に対する意識の高い経営者の育成

化学合成農薬及び化学肥料を節減した農産物を県が認証する「みやぎの環境にやさ

しい農産物認証・表示制度」について，パンフレットを作成し，各種催事において配

布するなど，県認証制度の普及拡大に努めた。また，「みやぎまるごとフェスティバ

ル」の環境保全型農業紹介コーナーにおいて，震災や風評被害に負けずに県認証制度

に取り組んでいる農業者をＰＲした。

環境にやさしい農業推進セミナー(約７４名参加)等を開催し，環境保全型農業の

一つの目的である生物多様性保全の意義と価値について，消費者や農業者等に対し

て意識醸成を図った。

なお，ＪＡＳ有機農産物及び特別栽培農産物（県認証農産物，環境保全米等）の

栽培面積を合計した「環境保全型農業取組面積」は平成 24 年度で２８ ,３３２ ha
となっている。

(成果)

・「みやぎの環境にやさしい農産物認証・表示制度」による取組状況

生産登録面積 ３,０３３ｈａ（前年比９４％）
取組件数 ４９６件 (前年比９６％)

・エコファーマーは，６,２９６人(H２６.３末現在）で，前年比９３％となった。

［参考］本県の販売農家数４９，３８４戸（２０１０年世界農林業センサスより）

●「みやぎの環境にやさしい農産物認証・表示制度」のマーク

農薬・化学肥料 農薬不使用・化学肥料

不使用栽培農産物 節減栽培農産物

農薬節減・化学肥料 農薬・化学肥料

不使用栽培農産物 節減栽培農産物

(ロ) 農業生産工程管理（ＧＡＰ）等の普及拡大
ギ ヤ ツ プ

ＧＡＰに取り組んでいる，または，取り組もうとしている生産者，農業法人協会会員

や各農協を対象にＧＡＰ推進研修会及びＧＡＰ現地研修会を開催した。また，各農業改
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基本計画の大分類－中分類－小分類

１－（１）－イ

良普及センター職員をＪＧＡＰ（日本ＧＡＰ協会）指導者基礎研修会に参加させ，ＪＧ

ＡＰ指導者育成に努めた。

なお，取り組みやすい基礎的なＧＡＰである「宮城県ＧＡＰ」は，４ＪＡ13品目で取

り組んでいる。

(成果)

・ＧＡＰ推進研修会等により，生産者及び農協職員等のＧＡＰ導入への認識が高

まった。

・ＪＧＡＰ指導者基礎研修に参加し，ＪＧＡＰ基礎指導員６名を育成した。

各農業改良普及センター職員５名＋農産園芸環境課職員１名＝合計６名

・４農業法人が新たに第三者認証ＧＡＰ取得に向けた取組を行っている。

(ハ) 農薬の適正使用の推進

販売者及び使用者に対する立入検査を実施した。使用者に対して「農薬使用基準」

に基づき有効期限切れ農薬の適切な処分や保管管理の時の施錠や生産履歴の記帳等に

ついて指導した。販売者に対しては農薬と他資材との区分，有効期限切れ農薬の適正

処分などを指導した。

また，農薬の適正な使用の助言，指導を行う農薬管理指導士の確保のため，新規養

成研修会と更新研修会（５回）を実施した。

農薬危害防止運動（６月３日～８月２日）においては，ポスターやリーフレット

による周知・啓蒙を行い，農薬危害防止運動研修会（参加者１５９名）を実施した。

(成果)

・農薬管理指導士の養成・更新や農薬危害防止運動等により，農薬の適正使用へ

の意識が高まった。農薬管理指導士は，１,２１１人
・立入検査により，農薬取締法の違反事例を是正した。

立入検査数 販売店２３５件，農業者１３６件

(ニ) 牛のトレーサビリティシステムの推進

牛の生産履歴を管理するための個体識別番号耳標の

装着に係る各種変更手続き及び登録エラー解消等の支援

を行った。

(成果)

・個体識別番号耳標の装着により，牛の生産履歴が把

握できる体制が確立されており，国産牛肉の信頼性

確保に努めている。

［参考］本県の飼養頭数 乳用牛２１,６００頭，肉用牛８９,６００頭
（平成２５年２月１日現在，「畜産統計」より）

耳標を装着した牛
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基本計画の大分類－中分類－小分類

１－（１）－イ

(ホ) 水産関係の施設等の整備支援

東日本大震災により被災したカキ共同処理施設について復旧整備を実施し，浄化施設

を併設するなどの安全対策を取った。

(成果)

・新たに８施設について復旧整備を実施した。

（主な数値目標）

項 目 基準値 実績 目標値
(平成２１年度) (平成２５年度) （平成２７年度)

認定エコファーマー数 ９,２８４人 ６,２９６人 １１,０００人

環境保全型農業取組面積（注) ２７,８９９ ha ２８,３３２ ha ４５,０００ ha
（H24）

第三者認証ＧＡＰ取得農場数 ６農場 ５農場 ５０農場

耳標の装着率 １００％ １００％ １００％

（注）環境保全型農業取得面積：ＪＡＳ有機農産物及び特別栽培農産物（県認証農産物，環境保全米等）

の栽培面積

☆主な関連事業一覧

関 係 事 業 名 事業費（千円） 実 施 概 要
［うち国庫除く］

環境にやさしい農業定着促進 １０,１７２ 特別栽培農産物を県が認証する「みやぎの環境
事業 [５,２０７］ にやさしい農産物認証・表示制度」を運営した。
（農産園芸環境課） また，環境と調和した持続性の高い農業に取り組

むエコファーマーの活動を支援した。

生産工程管理推進事業 ５９１ 第３者認証ＧＡＰ取得農場数を増やすため，Ｇ
（農産園芸環境課） [１７０] ＡＰ推進研修会を実施し，ＪＧＡＰ指導員基礎研

修により，ＪＧＡＰ指導員６名を育成した。

農薬安全使用指導事業 ２,１８３ 農薬の適正使用を推進するため，販売者及び使
（農産園芸環境課） [１,１０２] 用者に対する立入検査を実施し，農薬管理指導士

の育成を図るとともに，農薬危害防止運動を展開
した。

水産業共同利用施設復旧整備 １,２９２,４７６ 被災したかき処理場の復旧整備に係る補助を実
事業 [２５８,４９５] 施した。
（水産業基盤整備課） ※事業費は平成 25 年度中に完成したカキ処理場に対する補

助金額であり，繰越予算分を含む
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１－（１）－ロ

ロ 安全な農水産物生産環境づくり支援

(イ) 病害虫の適正防除及び土づくりの推進

指定病害虫や指定外病害虫に関して，定期的な巡回調査を実施するとともに，防除情

報を提供し，県関係機関及び農業者団体等に対して適切な防除の支援を行った。

また，環境負荷のより少ない病害虫防除を推進するため，難防除病害虫や薬剤抵抗

性を有する病害虫の防除対策を検討した。

産業廃棄物の農業分野における利活用を進めるとともに，土づくりや農地保全の

視点から，有用な食品系廃棄物（資源）の探索と土壌改良材等の代替資材を開発す

ることを目的として次の内容に取り組んだ。

・食品系産業廃棄物の探索と炭化処理による製品試作

事業所等から排出される食品系廃棄物の探索を行った。また，探索したものの

うち，９品目を炭化処理して製品試作を行った。

・試作品の成分分析と効果の検討

試作品の成分や安全性を確認するため成分分析を行った。また，農作物の生育

への影響を確認するためポット栽培試験を行った。

(成果)

・農作物の安定生産を確保するため，発生予報１６回，特殊報１回，注意報・防

除情報１６回発表し，的確な防除対策を支援することができた。

（参考）平成２４年度

発生予報１６回，特殊報２回，防除情報・その他の情報９回発表

・食品系産業廃棄物の探索を行い，９品目を炭化し試作品とした。

・試作品の成分や安全性が明らかとなった。また，ポット栽培試験により肥料の

代替として活用可能な資材が判明した。

(ロ) 土壌環境適正化の推進

適正な水管理の徹底を推進し，カドミウム基準値超過米の発生抑制を図った。また，

県の調査やＪＡ等が自主的に行う立毛調査やロット調査への支援と古川農業試験場で

の確定分析を行い，基準値を超過した産米について，市場流通しないよう廃棄処理し

た。

米以外の畑作物等についても新たに基準値の設定が見込まれることから，県内の状

況を把握するための土壌カドミウム濃度及び畑作物カドミウム含有量調査を行った。

また国が育成したカドミウム低吸収イネの現地実証を行った。

東京電力福島第一原子力発電所の事故により，安全な農産物の生産を確保するため，

放射性物質濃度のデータを活用し，必要な営農対策等について指導助言等を行った。

(成果)

・０ .４ｐｐｍ以上の基準値超過米は，平成２５年１１月２７日現在で２ ,１５２
袋(３０ｋｇ/袋)と前年（２,１６８袋）並であった。基準値を超過した産米は，
全て廃棄処理し，市場流通していない。
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１－（１）－ロ

・国や各関係機関・団体と連携し，農産物や土壌など放射性物質検査計画を作成

し検査を実施した。これにより，基準値を超過する農産物の市場流通を防ぐこ

とができた。

検査点数

農産物（H25.4～ H26.3） ５,９２４点
非農産物（土壌定点調査） 県内２７点

(ハ) 家畜伝染病の発生予防の徹底

家畜伝染病予防法に基づく検査を実施（牛豚鶏延べ２３６,１１１頭羽）し，家畜
伝染病等の発生予防とまん延防止を図るとともに，慢性疾病発生低減のための検査・

指導を実施した（牛１０戸，豚１１戸，鶏５戸）。

(成果)

・家畜伝性病の検査を実施し，家畜伝染病の摘発・とう汰により発生予防及びま

ん延防止を図るとともに，経済的損失を防ぎ，安全で高品質な牛乳・乳製品を

含む畜産物の生産が図られた。

・慢性疾病については，生産性を阻害する疾病群を対象に実施し，慢性疾病発生

と経済的損失の低減が図られた。

(ニ) 貝毒検査及び生かきのノロウイルス対策の推進

出荷が可能となった県産二枚貝等について，食中毒未然防止及び信頼性向上のた

めの貝毒検査を行うとともに，貝毒プランクトン調査を実施した。調査結果は，生産

者団体等へ通報して周知するとともに，ホームページにより公開した。

ノロウイルス対策については，県漁協等が自主的に実施している検査の情報収集を

行い，出荷等についての指導を行うとともに，検査時間の短縮が見込まれるＡＢＣ－

ＬＡＭＰ法(検査手法）の実証試験を行った。

(成果)

・出荷が再開されたかき，ホタテガイ等の二枚貝類，トゲクリガニ及びホヤの貝

毒検査を実施し，調査結果を生産団体等への情報提供することにより，食中毒

の未然防止が図られた。

下痢性貝毒検査：２５３回（平成２４年度は１１４回）

麻痺性貝毒検査：３８０回（平成２４年度は１２８回）

貝毒プランクトン調査：７地点７６回

・漁協により，貝毒検査（９９９回），ノロウイルス検査（９８４回），規格検査

（５９１回），腸管出血性大腸菌検査（３５回）が実施された。
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１－（１）－ロ

（主な数値目標）

項 目 基準値 実績 目標値
(平成２１年度) (平成２５年度) （平成２７年度)

農作物有害動植物発生予察情 発生予察（予察 発生予察（予察 発生予察（予察
報発行回数 情報）１０回 情報）１６回 情報）１０回

（その他情報等）（その他情報等）（その他情報等）

☆主な関連事業一覧

関 係 事 業 名 事業費（千円） 実 施 概 要
［うち国庫除く］

農作物有害動植物発生予察事 ４,７９９ １０作物に対して，国指定の病害虫３３種，指定
業 [１５６] 外病害虫７８種の発生状況について調査した。
（農産園芸環境課）

発生予察支援対策事業 １,３２１ 難防除病害虫や薬剤抵抗性を有する病害虫の防除
（農産園芸環境課） [０] 対策の検討と大豆害虫の総合的防除の現地実証を行

った。

産業廃棄物炭化新資材開発事 ２,９４３ 産業廃棄物の探索と炭化処理による製品試作を行
業 [０] った。また，試作品の成分分析と効果を検討した。
（農産園芸環境課） 産廃税使途

農用地土壌汚染対策推進事業 １０,７６５ 吸収抑制資材の効果確認調査や汚染地域における
（農産園芸環境課） [１０,７６５] 各種調査，水管理による吸収抑制対策の実施の強化

を図った。

農作物・土壌対策事業 ２,５９５ 土壌及び畑作物実態調査を踏まえ，畑作物のカド
（農産園芸環境課） [１,２１３] ミウム吸収抑制技術の実証試験，土壌浄化技術の実

証試験を実施した。

農産物放射能対策事業 ３３,９５４ 農産物（野菜類），穀類（米・麦・大豆），水田土
（農産園芸環境課） ［３１,５１８］ 壌などの放射性物質調査を行った。

家畜伝染病予防事業 ５３,５４０ 家畜伝染病予防法に基づき，家畜伝染病，家畜伝
（畜産課） [３０,２０８] 染性疾病の発生予防及びまん延防止を図った。

家畜衛生対策事業 １５,７６２ 家畜の慢性疾病の発生低減のための検査・指導を
（畜産課） [７,４８５] 実施した。

有用貝類毒化監視対策事業 ９,１４９ 食中毒の未然防止のため，県産二枚貝等の貝毒検
（水産業基盤整備課） [６,９８０] 査を実施するとともに，貝毒プランクトン調査を実

施した。

生ガキノロウイルス対策事業 ２,５３４ 県漁協等が自主的に実施している検査の情報収集
（水産業基盤整備課） ［２,５３４] を行い，出荷等についての指導を行うとともに，迅

速な検査手法の開発を行った。

養殖生産物衛生管理対策事業 ３,７２０ ノロウイルスによる食中毒の未然防止を図るた
（水産業基盤整備課） ［３,７２０］ め，漁協の実施する自主検査の強化対策について支

援した。
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１－（１）－ハ

ハ 事業者に対する支援

(イ) 営業者の自主的な衛生管理体制の整備の推進

食品業界全体の衛生レベルの向上を図るため，ＨＡＣＣＰの考えを取り入れた本

県独自の衛生管理手法「みやぎ食品衛生自主管理登録・認証制度」について，事業者

に対し講習会等を開催し，その普及推進に努めた。

平成２５年度の新規登録は５施設，認証は２件あり，震災後に新たにＨＡＣＣＰ導

入に取り組む事業者が増えている。平成１６年度からの延べ登録施設数は４３施設，

延べ認証工程数は２８工程（２１施設）となった。

(成果)

・東日本大震災の影響により，「みやぎ食品衛生自主管理登録・認証制度」によ

る登録・認証件数は減少したが，復旧，復興に当たりＨＡＣＣＰの手法導入に

対する事業者の関心は高く，研修会への参加も多かった。

※ 登録とは，知事が要綱で定めた基準以上の施設・設備等を備え，自主衛生管理を行っていると認められる

県内（仙台市を除く。）の食品製造施設等について保健所（支所）長が施設の「登録」を行うこと。

※ 認証とは，登録した施設が自主衛生管理を１年以上実施しているとともに，特定した主要食品を製造，加

工又は調理する工程で基準以上の衛生管理方式を実施していると認められる施設の製造工程について知事が

「認証」すること。

●「みやぎ食品衛生自主管理登録・認証制度」

(ロ) 中間流通業者，販売店等におけるトレーサビリティシステムの構築

平成２３年７月に米トレーサビリティ法が完全施行となったことから，東北農政局

と「米穀の流通監視業務に係る国と宮城県との間の申し合わせ」を行い，立入検査等

を行ってきた。平成２５年度の宮城県における立入検査は生産者，小売業者，外食産

業等を対象に５０９件行い，そのうち産地情報の伝達や取引等の記録の記載漏れがあ

った８６件に対して指導を行い改善を図った。

また，東北農政局と連携し，説明会を２回開催するとともに，関係者に対しパンフ

レットの配布を行うなど，制度の周知啓発を図った。

(成果)

・説明会（２回）の開催やパンフレットの配布等により制度の普及啓発が図られ

た。

・立ち入り検査は５０９件，県の指導件数８６件
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１－（１）－ハ

(ハ) 外食産業の事業者の自主的な原材料の原産地表示の取組拡大

県産食材を積極的に利用し，地産地消の推進に取り組んでいる県内の飲食店等を

「食材王国みやぎ地産地消推進店」として登録し，使用する県産食材の産地等をメニ

ュー等で表示する取組みを行った。

(成果)

・「食材王国みやぎ地産地消推進店」については，平成２６年３月末現在で２８

５店舗を登録し，利用拡大の取組により広く県民に対して事業のＰＲを行った。

（主な数値目標）

項 目 基準値 実績 目標値
(平成２１年度) (平成２５年度) （平成２７年度)

みやぎＨＡＣＣＰ研修会の受 ４８人 ９６人 １００人
講者数

☆主な関連事業一覧

関 係 事 業 名 事業費（千円） 実 施 概 要
［うち国庫除く］

みやぎ食品衛生自主管理登録 ２０ 食品の製造施設に対しＨＡＣＣＰの概念を取り入
認証制度普及啓発事業 [０] れた手法による衛生管理を普及・啓発するための研
（食と暮らしの安全推進課） 修会を実施した。

食育・地産地消推進事業 １,７０３ 食材王国みやぎ地産地消推進店の登録事業の推進
（食産業振興課） ［１,７０３］ や，事業者との協働による地産地消の日の取組推進

等を実施した。
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１－（２）－イ

（２）監視指導及び検査の徹底

イ 生産者に対する安全性の監視及び指導の徹底

(イ) 農薬取締法等に基づく立入検査と監視体制の強化

販売者及び使用者に対する立入検査を実施した。使用者に対して有効期限切れ農薬

の適切な処分や保管管理の時の施錠や生産履歴の記帳等について指導した。販売者に

対しては農薬と他資材との区分，有効期限切れ農薬の適正処分などを指導した。

(成果)

・農薬管理指導士の養成・更新や農薬危害防止運動等により，農薬の適正使用の

意識が高まった。農薬管理指導士は１,２１１人。
・立入検査により，農薬取締法の違反事例を是正した。

立入検査数：販売店 ２３５件，農業者１３６件

(ロ) 肥料及び飼料の品質及び安全の確保のための検査及び指導の実施

肥料の品質保全及び公正な取引を確保するため，肥料取締法に基づき肥料の生産業

者に対して計画的に立入検査を実施し，生産されている肥料の収去・分析を実施した。

飼料安全法に基づき，飼料製造工場及び飼料販売店への立入検査を６７か所実施し

た。

立入時に収去した飼料の分析検査を５８点実施し，そのうちＢＳＥ発生防止に係る

検査として，牛用飼料への動物由来たんぱく質混入検査を１０点実施した。また，牛

飼養農家１１３戸を対象に，ＢＳＥ発生防止に係る飼料規制の指導・調査を実施した。

養魚飼料の安全確保のための立入検査については，飼料製造工場への立入検査及び

飼料分析検査を実施した。

(成果)

（肥料）

・立入検査の結果，違反件数はなかった。

業者立入検査数：２１事業者

収去，分析点数：１８点収去，１８点分析

（飼料）※畜産関係

・飼料業者への立入検査件数は６７か所で，本年度目標（６６か所）の１０２%
を実施した。

・立入検査の結果，飼料安全に関わる重大な違反（危害物質の混入，配合飼料の

成分不足等）はなかった。軽微な不適合事例（保証票不備，記載事項不足等）

については，その都度指導し改善を図った。

・飼料中の動物由来たんぱく質の混入事例は認められなかった。

・飼料製造・販売業者や使用者の飼料の安全に対する意識が高まった。
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１－（２）－イ

（飼料）※水産関係

・飼料製造工場への立入検査及び飼料分析検査を実施した。

立入検査：１２か所，収去検査：９か所

・帳簿の備え付けの違反はなかった。

・全ての収去飼料について，成分等の違反はなかった。

(ハ) 動物用医薬品の流通，販売等に関する指導

動物用医薬品販売業者への立入検査により，動物用医薬品の適正な流通が図られた。

・動物用医薬品等販売業立入検査 ５６件

・動物用医薬品等販売業許可・更新等 ３４件

(成果)

・動物用医薬品販売業者への監視指導により，動物用医薬品の適正な流通が図ら

れた。薬事法違反発見・指導改善件数 ３件

(ニ) 高病原性鳥インフルエンザのモニタリング検査等の実施

① 定点モニタリング検査の実施

県内１２か所の農場において，毎月１回ウイルス分離検査と抗体検査を実施

した。

② 強化モニタリング検査

県内で１００羽以上の採卵鶏を飼養する農場から抽出し，年１回の抗体検査

を実施した。

③ 死亡羽数の報告

県内で１００羽以上の鶏等を飼養する全ての農場から，毎月１回以上１週間

の死亡羽数等について報告を求め，異常の早期発見と通報に努めた。

(成果)
①定点モニタリング検査 実 １２戸 延１,４４０羽 全て異常なし
②強化モニタリング検査 実 ３２戸 実 ３２０羽 全て異常なし
③死亡羽数の報告 実１５１戸 高病原性鳥インフルエンザを疑う報告なし

（主な数値目標）

項 目 基準値 実績 目標値
(平成２１年度) (平成２５年度) （平成２７年度)

肥料成分不足・違反点数割合 ３％ ０％ ０％

動物用医薬品販売の違反件数 ５件 ３件 ０件
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１－（２）－イ

☆主な関連事業一覧

関 係 事 業 名 事業費（千円） 実 施 概 要
［うち国庫除く］

農薬安全使用指導事業 ２,１８３ 農薬の適正使用を推進するため，販売者及び使用
（農産園芸環境課） ［１,１０２］ 者に対する立入検査を実施し，農薬管理指導士の育
（再掲） 成を図るとともに，農薬危害防止運動を展開した。

流通飼料対策事業 １,６９４ 飼料製造・販売事業場への立入検査及び収去飼料
（畜産課） ［１,４５７］ の分析検査を実施した。

養殖衛生管理体制整備事業 １０５ 養魚用飼料製造工場への立入検査及び飼料分析検
（水産業基盤整備課） ［１０５］ 査を実施した。

肥料検査取締業務 ４４３ 肥料生産業者への立入検査を実施し，生産されて
（農産園芸環境課） ［２８９］ いる肥料の収去・分析を行った。

動物用医薬品取締指導事業 ３０９ 動物用医薬品販売業者への立入検査を実施し，適
（畜産課） ［３０９］ 正な流通が図られるよう指導を行った。

家畜伝染病予防事業 ５３,５４０ 定点モニタリング検査及び強化モニタリング検
（畜産課） [３０,２０８］ 査，死亡鶏の報告徴求を実施，高病原性鳥インフル
（再掲） エンザの発生予防に万全を期した。
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１－（２）－ロ

ロ 事業者に対する安全性の監視及び指導の徹底

（イ） 食品営業施設の監視指導の徹底

飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止するため，飲食店及び製造施設等の監

視指導を実施した。

① 飲食店及び食品製造施設等に対する監視指導を実施した。

・施設数２３,８９６施設（重点監視施設４４０施設）
・監視延べ件数２１,３６８件（重点監視施設延べ監視件数１,０１６件）
＊重点監視施設：不良・違反食品の発生や食中毒の多発するおそれのある業種・広域に流通

する食品を製造・加工する業種から保健所（支所）が指定。

また，生食用食肉の規格基準が定められたことにより，取扱い施設の監視や県民

に対する啓発を行った。

② 食中毒予防月間には，チラシを作成し，食中毒予防の啓発を行うとともに施設

の監視指導や衛生講習会を実施した。

(成果)

・飲食店及び食品製造施設等に対する計画的な監視指導や食中毒の予防啓発を行

った結果，事業者の食中毒予防に対する意識が高揚するとともに，飲食に起因

する重大な健康危害の発生を防止した。

(ロ) 食品検査による安全性の確保

① 食品の安全を確保するため，輸入食品を始め県内に流通する食品の規格基準の検

査，食品中に残留する農薬，重金属等の検査を実施し，飲食に起因する危害防止に

努めた。

・収去検査（細菌検査１,４７２検体，理化学検査２,５５４検体）
・残留農薬等検査（４３品目２８３検体(特殊検査計))

うち残留農薬検査２２品目８８検体，うち輸入食品２７品目１４４検体

② 県食肉流通公社に出荷された県産牛全頭及び県産豚等について放射性物質検査を

実施した。また，その検査に要する検査機器の整備を行った。県内に流通する加工

食品についても放射性物質検査を実施し，安全性を確認した。

③ 東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴い，県産の農産物，林産物，畜産物及

び水産物（以下「県産農林水産物」という。）の安全性を確認するために放射性物

質検査を行った。

水産物については，県内の主要魚市場等に簡易測定器を貸与し，スクリーニング

調査を実施し安全確認を行うとともに，水産関係２３団体が一堂に会した「宮城県

水産物放射能対策連絡会議」を設置し，基準値を超える水産物を市場に流通させな

いよう万全な対策を講じた。

また，放射性物質検査の効率化と迅速化を図るため,石巻魚市場株式会社では東
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北大学と共同で連続個別非破壊放射能汚染検査システムを開発し，水産物の安全確

認に寄与した。

さらに，市町村が実施する放射性物質測定検査に係る経費に対し，交付金によ
る支援を行った。

④ 牛の出荷制限に基づく牛肉の放射性物質検査を全頭実施した。（仙台市食肉市場
及び県外出荷分）

⑤ 地方機関に簡易検査機器を配置し，農林産物等の放射性物質に関するモニタリ
ング調査を実施した。

(成果)

・被災した検査機器を新規導入し，検査体制の整備を図った。

・食品衛生法に基づく規格基準違反または表示違反の疑いのある食品７件につい

て改善指導を行い，健康危害の発生を防止した。

・食肉衛生検査所に簡易検査機器のＣｓＩシンチレーションスペクトロメータ１

台を購入し，検査体制を整備した。出荷された県産牛全頭及び県産豚等につい

て検査を行った結果，基準値を超過したものはなかった。

・県内に流通された加工食品３３１件について買い上げ及び収去検査を実施した

結果，基準値を超過した食品はなかった。

・ゲルマニウム半導体検出器による県産農林水産物の精密検査８ ,６４３点，地
方機関に配置した簡易検査機器等により農林産物の放射性物質検査６４ ,３７
２点を行い，結果を公表し県民の不安の解消に努めた。

・放射性物質測定検査を実施する６市町に対して交付金による支援を行い，６市

町村合計で２５２品目，４,５６４検体の検査を実施した。

【県産農林水産物の放射能測定結果】（H25.4～H26.3に公表した県実施検査分）

（精密検査）

検査場所 機 器 検査点数 うち基準値
(点) 超過点数

産業技術総合センター，古 ゲルマニウム半 8,643点 43点
川農業試験場，水産技術総 導体検出器 (0.5%)
合センター，食肉衛生検査
所，民間検査機関等

（簡易検査）

検査場所 機 器 検査点数 うち精密検査
(点) 実施点数※

県合同庁舎等 NａＩシンチレ 64,372点 12点
ーション検出器 (0.02%）

※国が定める基準値の 1/2 を超える放射性セシウムが検出された場合に，精密検査を
行うこととしている。このため，簡易検査を実施した 64,372 点のうち 12 点が，国の
定める基準値の 1/2を超えたため精密検査を実施した。



- 18 -
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・なお，と畜場において実施した放射性物質の全頭検査（２９ ,６８３頭）の結
果は下記のとおりであった。

県内検査 県外検査
食肉処理場 検査頭数 出荷先 検査頭数 出荷先 検査頭数

仙台市食肉市場 18,009頭 東京都 7,443頭 岩手県 18 頭
（うち規制値超過） （0頭） 神奈川県 931 秋田県 12
県食肉流通公社 1,478 兵庫県 60
（うち規制値超過） （0） 千葉県 26

合計 19,487 山形県 1,161
（うち規制値超過） （0） 青森県 444

新潟県 101 合計 10,196頭

(ハ) 安全な魚介類及び食肉を供給するための監視指導（ＢＳＥ対策を含む）の徹底

① 震災によりかきの養殖事業及びかき処理場等が被害を受けたため，営業を再開

できた施設について，監視指導及び生食用かきの検査等を実施した。

・処理場７２施設 延べ監視数１６７件

・袋詰め業者７０施設 延べ監視数１７４件

・入札場３施設 延べ監視数３件

② 成分規格やノロウイルス等の検査を実施した。

・かき養殖海域の海水検査１１８ポイント，かき成分規格８７検体，ノロウイル

ス７５検体

・ノロウイルスの検査では，８検体のかきがノロウイルス陽性となった。

③ 安全な食肉を供給するため，と畜場の監視指導及び食肉の検査を実施した。

と畜場の監視指導及び食肉の検査

・と畜場法等に基づくと畜場の監視指導 月１回（重点監視）

・食肉輸送車の監視 全車両

・枝肉等残留抗菌性物質の検査 牛豚等１,６４２頭
・枝肉等細菌検査 ５７０検体

・腸管出血性大腸菌検査（牛腸内容物） １４７検体

④ 食鳥処理施設の監視指導及び食鳥肉の検査を実施した。

食鳥処理施設の監視指導及び食鳥肉の検査

・食鳥処理場の監視 週１回（重点監視）

・認定小規模食鳥処理場の監視 年１２回／１か所

・食鳥肉残留抗菌性物質の検査 ２,１６２検体
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⑤ 国が，国内の牛のＢＳＥ検査対象月齢を，「４８か月齢超」とする省令改正を

行い，平成２５年７月１日より施行したことから，これまでの全頭検査を４８か月

齢超の牛の検査に変更した（２,１３４頭）。

(成果)

・かき処理場等かきを取り扱う施設の監視指導，生かきの検査等により，不衛

生な食品の流通を防止し，これらに起因する健康危害の発生を防止した。

・と畜場の監視指導及び食肉の検査等により，不衛生な食品の流通を防止し，

これらに起因する健康危害の発生を防止した。

・食鳥処理施設の監視指導及び食鳥肉の検査等により，不衛生な食品の流通を

防止し，これらに起因する健康危害の発生を防止した。

・ＢＳＥの検査体制見直しについては，他自治体と詳細な情報交換を行い，全

国一斉に全頭検査から４８か月齢超の牛の検査へと円滑に移行することがで

きた。

（主な数値目標）

項 目 基準値 実績 目標値
(平成２１年度) (平成２５年度) （平成２７年度)

食品営業施設の監視指導率 １００％ １１２％ １００％

かき処理場等の監視指導率 １００％ １１８％ １００％

食品検査率 １００％ ９８.４％ １００％

※ 食品衛生監視指導計画に掲げる監視指導又は検査目標数に対し，監視指導を実施した割合を監視指

導率，又は検査を実施した割合を検査率としている。

※ 仙台市は，食品衛生法に基づく仙台市食品衛生監視指導計画を作成し，監視指導に当たっている。

☆主な関連事業一覧

関 係 事 業 名 事業費（千円） 実 施 概 要
［うち国庫除く］

食品営業施設の監視指導事業 １１,８２７ 飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止する
（食品営業施設取締指導費） ［１０,１３２］ ため，飲食店及び製造施設等の監視指導を実施し
（食と暮らしの安全推進課） た。

食中毒防止総合対策事業 ８,３０８ 食中毒による危害の発生を防止するため，啓発
（食と暮らしの安全推進課） ［７,０３９］ 用のチラシを作成・配布するとともに，観光地旅

館，集団給食施設の監視指導や講習会を実施した。

食品検査体制強化事業 ２１,９１４ 安全で衛生的な食品を供給するため，食品等の
（食と暮らしの安全推進課） ［１９,２５０］ 規格基準，食品に残留する農薬やカビ毒等の検査

を実施した。
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かき処理指導費 ３,１４１ かきによる衛生上の危害の発生を防止するた
（食と暮らしの安全推進課） ［２,７７９］ め，かき処理場等の監視指導及び生食用かき等の

ノロウイルス検査等を実施した。

と畜食肉検査費（食肉衛生検 ３６,４８４ 安全で衛生的な食肉を供給するため，動物用医
査所管理運営費） [３４,０６０］ 薬品，農薬等の残留に対する検査及び腸管出血性
（食と暮らしの安全推進課） 大腸菌検査等を行った。

食鳥肉検査費 ２,７５８ 安全で衛生的な食鳥肉を供給するため，動物用
（食と暮らしの安全推進課） ［２,２０２］ 医薬品及び農薬等の残留に対する検査等を行っ

た。

ＢＳＥ検査事業 ７,１０４ ＢＳＥのスクリーニング検査態勢見直しにより
（食と暮らしの安全推進課） ［２,８５８］ 牛の検査対象月齢を４８か月齢超に見直し実施し

た。

放射性物質検査対策事業 ５,８１９ 放射性物質の検査機器を購入し，検査体制を整
（食と暮らしの安全推進課） ［４,９１３］ 備した。県食肉衛生検査所で検査される県産牛全

頭及び豚等について放射性物質検査を実施した。
県内に流通する加工食品について収去検査等を実
施した。

肉用牛出荷円滑化推進事業 ９６,８００ 食肉処理場に出荷される県産牛全頭の放射性物
（畜産課） ［９６,８００］ 質検査，規制値超過牛の保管・処分，廃用牛の集

中管理を行った。

農産物放射能対策事業 ３３,９５４ 農産物（野菜類），穀類（米・麦・大豆），水田
（農産園芸環境課）（再掲） ［３１,５１８］ 土壌などの放射性物質調査を行った。

水産物安全確保対策事業 ５,４５４ 県産水産物の安全性を確認して風評被害を防止
（水産業振興課） ［５,４５４］ するため，水産物の放射性物質濃度のモニタリン

グ調査を実施した。

水産物放射能対策事業 ３,３３４ 放射能に係る水産物の安全性を確認するため，
（水産業振興課） ［３,３３４］ 出荷制限魚種等の入手困難なサンプル検体を漁業

調査指導船により確保し検査を実施した。

県産農林水産物放射性対策事 １３,０８８ ・放射性物質影響検査事業
業 ［９,６８９］ 農畜産物及び農用地の土壌等に対する放射性物
（食産業振興課） 質の影響調査を行うため，市町村が実施する放射

性物質による農畜産物・土壌等の影響に係る経費
に対し，交付金による支援を行った。
・県産農林水産物放射性物質検査事業
原子力災害対策特別措置法第 20 条の規定に基づ
き，出荷・流通前における県産農林水産物の安全
を確認するため，国のガイドライン等に則って放
射性物質検査を実施した。
・農林産物等放射性物質モニタリング調査
地方機関に簡易検査機器を配置し，農林産物等
の放射性物質に関するモニタリング調査を実施し
た。
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１－（２）－ハ

ハ 食品表示の適正化の推進

(イ) 適正な食品表示を確保するための監視指導の実施

県内７保健所２支所に「食の１１０番」を設置し，消費者の食品衛生に関する不安

や疑問及び食品衛生法に関する相談を受け付けた。

国及び県に設置している「食品表示１１０番」等に寄せられた情報等に基づき，関

係機関と連携し，「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律」（ＪＡＳ

法）又は「不当景品類及び不当表示防止法」（景品表示法）に基づく調査を実施し，

事業者に対する指導を行った。

遺伝子組換え食品の検査については，今年度も外部検査機関に検査を委託し実施し

た（米加工品１０検体）。

うどん，クッキー等の食品について，アレルギー物質の表示が適正であるか検査し

た（インスタント食品，クッキー・ビスケット，食肉製品，魚肉ねり製品４８検体）。

宮城県産生かき適正表示協会会員に対し，輸入生かき偽装防止特別監視員（オイス

ターＧメン）による監視指導を実施し，輸入生かきの混入（偽装）防止と宮城県産か

きの信頼向上に努めた。

食品適正表示（特別用途食品・栄養表示基準・健康食品等虚偽誇大広告）のための

製造業者への指導及び相談対応を行った。

(成果)

・「食の１１０番」に寄せられた相談件数は１７０件で，うち食品の表示に関す

る相談は１５件だった。

・「食品表示１１０番」への情報提供等に基づく調査を１８件（前年度２４件）

行い，改善が図られた。

・うどん，クッキー等の食品４８検体のうち，食肉製品(国内製品）１検体につい

て，検査の結果，アレルギー物質の乳が検出されたため，製造工程の洗浄の徹

底と注意喚起表示を指導した。

・宮城県産生かき適正表示協会会員のうち１３事業者を対象にオイスターＧメン

による調査をした結果，生かきを取り扱っている仲買・袋詰事業者は１２事業

者で，いずれも偽装・混入は確認されなかった。また，調査結果をホームペー

ジで公開することにより，宮城県産かきの信頼性の確保が図られた。

・食品製造業者や一般消費者からの相談に応じ，適正表示の普及と指導に努める

とともに，他県及び他法主務課等からの情報回付に基づき，表示違反への指導

を行った。（相談・指導３２件，立入検査３件）

(ロ) ウォッチャーによるモニタリング調査の実施及び事後指導の強化

食品表示ウォッチャーとして，食の安全安心消費者モニターから１００人を委嘱し，

５月に「食品表示ウォッチャー業務説明会」を開催して食品表示に係る知識の習得を

図るとともに，食品販売店における食品表示モニタリング調査（平成２５年６月から

２５年１２月，毎月２店舗，各５品目）を実施し，その報告を受け，国及び市町村と

連携して，調査・指導を実施した。
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１－（２）－ロ

また，食品表示ウォッチャーに対して「食品表示ウォッチャー便り」を２回（１０

月と２月）発行し，食品表示に関して十分な理解が得られるよう支援した。

(成果)

・食品表示ウォッチャーにより，延べ１ ,３１４店舗のモニタリングを実施し，
５１店舗について不適との報告がなされた。これに基づき，県域業者の３２店

舗については，県において確認調査・改善指導等を行い，広域及び市町村域の

１９店舗については，国及び市町村に対して疑義情報の提供を行った。

(ハ) 食品表示に関する研修会（消費者・事業者）等の充実

事業者に対して研修会等を通じ，「農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関す

る法律」（ＪＡＳ法）に基づく食品表示制度等の啓発に努めた。

また，ホテル等の飲食店においてメニュー表示とは異なる食材を使用した料理を提

供していた問題を受け，事業者に対し景品表示法が禁止する不当表示の内容等につい

て，社内研修会に出向くなどして説明を行った。

さらに，食品適正表示（特別用途食品・栄養表示基準・健康食品等虚偽誇大広告）

のための製造業者への指導及び相談に対応したほか，食品表示活用パンフレットの作

成配布及びホームページを更新して，一般消費者向けの情報提供の充実を図った。

(成果)

・ＪＡＳ法及び景品表示法に基づく食品表示制度に関する正しい知識の普及を進

めることにより，食品表示制度への理解と事業者による適正な食品表示の実施

が図られた。（事業者対象７回開催，延べ２７３名）。

・研修会やホームページ等により，食品表示の活用を広く一般県民へ周知した。

（研修会等９回，６９４人）

食品表示ウォッチャー業務説明会



- 23 -

１－（２）－ロ

（主な数値目標）

項 目 基準値 実績 目標値
(平成２１年度) (平成２５年度) （平成２７年度)

食品表示適正店舗数の割合 ９７.２％ ９６.１％ ９９％
（注）

食品表示に関する研修会（消 １５回 ７回 ２０回
費者及び事業者を対象とした
ものに限る。）

（注）ウォッチャーが行ったモニタリング調査店舗数に占める適正な食品表示を行っている店舗の割合。

☆主な関連事業一覧

関 係 事 業 名 事業費（千円） 実 施 概 要
［うち国庫除く］

食の１１０番 ０ 県内７保健所２支所に「食の１１０番」を設
（食と暮らしの安全推進課） ［０］ 置し，消費者の食品衛生に関する不安や疑問及

び食品衛生法に関する相談を受け付け，相談者
へ正しい情報の提供，法令違反・疑義情報に対
する指導等を行った。

食品検査体制強化事業（食と暮ら ４３２ 遺伝子組換え食品検査（米加工品１０検体）
しの安全推進課） [４３２］ を外部検査機関に委託し実施した。
（再掲）

３,６８８ クッキー・ビスケット，食肉製品，インスタ
[３,６８８] ント食品，うどん，魚肉ねり製品について，食

品中のアレルギー物質の検査を行った。

食 食品表示制度普及啓発事業 ０ ＪＡＳ法に係る食品表示制度に関する研修会
品 （食と暮らしの安全推進課） ［０］ 等による普及啓発等を実施した。
表
示 食品表示監視指導事業 ５４ 食品表示１１０番等の情報に基づく事業者に
適 （食と暮らしの安全推進課） ［５４］ 対する調査指導等を実施した。
正
化 食品表示ウォッチャー事業 ５４２ 食品表示ウォッチャーの委嘱と小売店に対す
事 （食と暮らしの安全推進課） ［５４２］ るモニタリング調査を実施した。
業

健康増進法に基づく食品表示適正 ３３５ 製造業者への適正表示のための指導及び相談
化指導(栄養表示，健康食品虚偽 ［３３５］ を行うとともに，食品表示活用パンフレットを
誇大広告等） 作成配布した。
（健康推進課）
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２－（１）－イ

２ 食の安全安心に係る信頼関係の確立

（１）情報共有及び相互理解の促進

イ 情報の収集，分析及び公開

(イ) 県民の意向の把握及び分かりやすい情報の迅速な提供

みやぎ食の安全安心消費者モニターを対象としたアンケートを実施したほか，食の

安全安心に関するセミナー及び研修会等の各種催事を開催し，県民の意向の把握に努

めた。また，食の安全安心に関するホームページについては分かりやすさを工夫して

管理・運営を行い，食の安全安心に関する県の取組や事業の開催実績等について幅広

く，また正確で分かりやすい情報提供を行った。

食に関する情報やイベントの開催については，「食材王国みやぎ」ウェブサイトや

フリーペーパーなどを活用した情報提供を行った。

みやぎ食料自給率向上県民運動については，みやぎの食の魅力や食文化等に対する

県民の理解を深めるために，食材王国みやぎ「伝え人」による講習会において味噌加

工体験を実施するとともに，県民運動について各種広報誌等で紹介した。また，小学

生向け学習教材をホームページで提供したほか，食料自給率向上に関する出前講座及

びイベントでのパネル展示等による広報活動を行った。

(成果)

・「みやぎ食の安全安心」サイトへのアクセス件数は，８０,８７９件であった。
・みやぎ食の安全安心消費者モニターを対象としたアンケートでは，県からの情

報提供が「十分」・「おおむね十分」と感じる消費者モニターの割合が，前年度

より５.５％上昇し３７.１％であった。
・「食材王国みやぎ」ウェブサイトには，３４０ ,９４０件のアクセスがあり，ウ
ェブサイト等の活用により食に関する情報発信を行うことができた。

・みやぎ食料自給率向上県民運動については，味噌加工体験講習会，出前講座及

びパネル展示等により県民運動の啓発が図られた。

(ロ) 監視指導及び検査結果の適時かつ適切な公表

宮城県食品衛生監視指導計画に基づく監視指導結果及び検査結果について取りまと

め，ホームページ（食と暮らしの安全推進課 食品衛生関係統計資料）に公表した。

(成果)

・「みやぎ食の安全安心」サイトへのアクセス件数は，８０,８７９件であった。

（主な数値目標）

項 目 基準値 実績 目標値
(平成２１年度) (平成２５年度) （平成２７年度)

県からの情報提供が十分・ ２７.４％ ３７ .１％ ７０％
おおむね十分と感じる消費 （平成２２年度
者モニターの割合 消費者モニター

アンケート調査
結果）
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２－（１）－イ

☆主な関連事業一覧

関 係 事 業 名 事業費（千円） 実 施 概 要
［うち国庫除く］

食の安全安心確保総合情報提 １０５ 正確で分かりやすい情報提供及び正しい知識の普
供事業 ［１０５］ 及啓発を図った。
（食と暮らしの安全推進課）

地域イメージ確立推進事業 １,００８ 「食材王国みやぎ」ウェブサイトの運用により，
（うち「食材王国みやぎ」情 ［１,００８］ 県内の食に関する情報提供やイベントのＰＲを行っ
報発信事業） た。
（食産業振興課）

みやぎの食料自給率向上運動 ３６０ 味噌加工体験講習会及び広報・啓発活動（食料自
事業 ［３６０］ 給率パネル展示，出前講座，広報誌等）を行った。
（食産業振興課）
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２－（１）－ロ

ロ 生産者・事業者及び消費者との相互理解の促進

(イ) 消費者と生産者・事業者との相互理解の推進

食の安全安心に関する意見・情報の交換及び共通認識の醸成を図るため，消費者，

生産者・事業者，行政等が主体となった食の安全安心セミナー（テーマ「食品中の放

射性物質」）及び地域に密着した地方懇談会を開催した。なお，食の安全安心セミナ

ーについては，これまで１回の開催であったが，開催会場を広げて３回開催した。

また，全国的な牛海綿状脳症（ＢＳＥ）対策の見直しに向け，見直しに関する経緯

と背景等について説明会を開催した。

全農業改良普及センター及び農業振興課に設置した「地域の食と農の相談窓口」に

おいて，消費者等からの相談に対応した。また，ホームページを活用した相談窓口も

継続して開設し，消費者の相談に対応した。

なお，農林水産物の風評被害の払しょくや加工事業者等への支援のため，農産物直

売所等ガイドブック「直売所に行こう。」（３万部），「みやぎ有機農産物等購入ガイ

ドブック」（４.５万部）及び「宮城県水産加工品直売所マップ２０１４」（２万部）
を作成し，県内外の関係機関等に配付した。

(成果)

・食の安全安心セミナー及び地域に密着した地方懇談会の開催により，食の安全

安心に関する消費者，生産者及び事業者等の意見交換が図られた。

食の安全安心セミナー（３回 大河原，登米，仙台で各１回）

地方懇談会（８回 大河原１回，仙台２回，大崎４回，栗原１回）

牛海綿状脳症（ＢＳＥ）対策の見直しに関する説明会（１回 大崎）

・「地域の食と農の相談窓口」による消費者等からの個別相談への対応により，

消費者の食と農の疑問に対する情報提供を行い，農業者が取り組んでいる活動

への理解が深まった。相談件数７０件。

(ロ) 関係団体等との連携・協働の推進

食育・地産地消の実践的な取組に対する支援や宮城の「食」や「食材の良さ」を伝

える方の登録制度である食材王国みやぎ「伝え人」の活動促進，民間企業等と連携し

た地産地消のＰＲを行ったほか，高校生を対象とした地産地消お弁当コンテストを開

催した。

(成果)

・民間企業等と連携した地産地消のＰＲや高校生地産地消お弁当コンテストの開

催を通じて地産地消の取組を推進し，県産食材への一層の理解が図られた。

(ハ) 「地産地消」の推進及び生産・消費の相互交流の充実

学校給食における放射能検査担当課などと学校給食食材の放射性物質検査や県産野

菜等の利用品目割合調査の結果について情報を共有するとともに，県産野菜等の利用

率向上に向けた意向調査を実施した。
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２－（１）－ロ

また，１１月を「すくすくみやぎっ子 みやぎのふるさと食材月間」とし，学校給

食における県産食材の利用拡大を図った。

さらに，意向調査結果を基に県産野菜の利用率向上のため，課題を整理し，次年度

事業へ反映させた。

学校給食における地場産物を活用した食に関する指導の充実，地産地消の推進等を

目的に栄養教諭・学校栄養職員及び調理従事員による学校給食「伊達な献立」コンク

ールを開催するとともに，県庁食堂において受賞した学校給食を提供した。

(成果)

・学校給食における地場野菜等の利用品目割合は２４.１％であった。
・学校給食「伊達な献立」コンクールの開催により，関係者の研鑽と意欲の高揚

及び地産地消の推進が図られた。

（主な数値目標）

項 目 基準値 実績 目標値
(平成２１年度) (平成２５年度) （平成２７年度)

「地域の食と農の相談窓口」 １３３件 ７０件 １５０件
相談件数

学校給食の地場野菜等の利 ３０.８％ ２４.１％ ３３.６％
用品目の割合

☆主な関連事業一覧

関 係 事 業 名 事業費（千円） 実 施 概 要
［うち国庫除く］

食の安全安心相互交流理解度 ９６ 食の安全安心セミナー及び県内の地方単位で食の
アップ事業 ［９６］ 安全安心に関連する地方懇談会等を開催した。
（食と暮らしの安全推進課）

食の安全安心確保総合情報提 １０５ 正確で分かりやすい情報提供及び正しい知識の普
供事業 ［１０５］ 及啓発を図った。
（食と暮らしの安全推進課）
（再掲）

「地域食と農の相談窓口」設 ０ 生活者等の食と農に対する一層の理解を得るた
置事業 ［０］ め，全農業改良普及センター及び農業振興課に「地
（農業振興課） 域の食と農の相談窓口」を設置し運営した。

食育・地産地消推進事業 １,７０３ 食材王国みやぎ地産地消推進店の登録事業の推進
（食産業振興課） ［１,７０３］ や，事業者との協働による地産地消の日の取組推進，
（再掲） 食材王国みやぎ「伝え人」の活動促進等を実施した。

学校給食地産地消推進事業 １０５ 需要と供給のマッチング支援のための取組を行う
（農産園芸環境課） [１０５] とともに，食材月間における普及啓発を行った。
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２－（２）－イ
（２）県民参加

イ 県民総参加運動の展開

●「みやぎ食の安全安心県民総参加運動」ロゴマーク

(イ) 県民が参加する消費者モニター制度の推進

県のホームページや県政だより等の広報紙，民間企業，市町村や県の関係機関との

連携，多くの県民が訪れる「みやぎまるごとフェスティバル」でのパンフレットの配

布により，みやぎ食の安全安心消費者モニターの募集を行い，消費者の参加促進に努

めた。

また，モニターの更なるステップアップのため，１１月に「食品工場見学会」及び

「生産者との交流会」を実施したほか，１月には，消費者庁との共催により，「食と

放射性物質」をテーマとした研修会を開催した。

そのほか，アンケート調査については，モニター登録時のほか，７月に，「食の安

全安心」及び「食と放射性物質」をテーマに設定して実施し，消費者モニターの意見

の把握に努めた。また，モニターの食の安全安心に関する知識の吸収を目的に，モニ

ターだよりを３回（５月，９月，１２月）発行した。

食品工場見学会(牛乳等の製

造工程における衛生管理を

見学）

生産者との交流会（涌谷町）

食の安全安心消費者モニター

研修会
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２－（２）－イ

(成果)

・消費者モニターの登録者数は，平成２４年度末から４０人増加し，８１４人（平

成２６年３月末現在）となった。

・セミナー及び研修会における消費者モニターの参加者数は，昨年度より３９人

増加し９３人であった。

・消費者モニター研修会におけるアンケートでは，参加者の８７％が研修会に対

して「大変満足」または「まあまあ満足」と回答しており，研修会に対する満

足度は高かった。

・消費者モニターの活動（参加）率は，前年度より微増の５５.６％であった。

(ロ) 生産者・事業者の取組のための自主基準の作成・公開の支援

生産者及び事業者が日頃行っている食の安全安心に関する取組みについて，自主基

準の作成を支援したほか，食の安全安心取組宣言者検索システムを運営し，「みやぎ

食の安全安心取組宣言者」の名称や自主基準等の取組内容をホームページ上で公開す

るなどして，取組を支援した。

また，事業の認知度の向上及び取組宣言者の増加を目的としたロゴマークのデザイ

ン刷新に向け，取組宣言者及び「みやぎ食の安全安心消費者モニター」を対象にデザ

インの人気投票を行い，投票結果に基づいて新ロゴマークのデザインを決定した。新

ロゴマークは，２月にホームページ上で公表した。さらに，事業者や消費者に新ロゴ

マークを周知するため，パンフレットやポスターを作成した。

●「みやぎ食の安全安心取組宣言」新ロゴマーク

(成果)

・みやぎ食の安全安心取組宣言者（事業者）は，平成２４年度末から新たに５３事業

者が登録されたが，震災に伴う廃業等の理由により２１１事業者が登録を辞退

したため，全体では１５８事業者減少し，３ ,０１８者（平成２６年３月末現
在）となった。

(ハ) 知識習得のための各種講習会・みやぎ出前講座等の開催及び普及啓発

事業者に対して研修会等を通じ，ＪＡＳ法及び景品表示法に基づく食品表示制度等

の啓発に努めた。
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２－（２）－イ

(成果)

・ＪＡＳ法及び景品表示法に基づく食品表示制度に関する正しい知識の普及を進

めることにより，食品表示制度への理解と事業者による適正な食品表示の実施

が図られた。業者対象７回開催，延べ２７３人。（前年度４回，延べ２４３人）

・食品製造業者や一般消費者からの相談に応じ，適正表示の普及と指導に努めた。

相談件数７９件

（主な数値目標）

項 目 基準値 実績 目標値
(平成２１年度) (平成２５年度) （平成２７年度)

食の安全安心取組宣言者数 ３,３２０者 ３,０１８者 ３,５００者

消費者モニターの活動（参加） ６４％ ５５.６％ ８０％
率

各種講習会の参加者数 ７９９人 ５９５人 １,０００人

☆主な関連事業一覧

関 係 事 業 名 事業費（千円） 実 施 概 要
［うち国庫除く］

みやぎ食の安全安心消費者モ ６９４ みやぎ食の安全安心消費者モニター制度の PR 並
ニター制度事業 ［６９４］ びに募集及び登録を推進するとともに，アンケート
（食と暮らしの安全推進課） 調査及び各種研修会等を実施する。

みやぎ食の安全安心取組宣言 ８２７ 生産者及び事業者による自主基準の作成・公開を
事業 ［８２７］ 支援した。
（食と暮らしの安全推進課）

みやぎ出前講座 ０ 重点施策等に関する県民の理解を深めるととも
（食と暮らしの安全推進課） ［０］ に，その意見等を県政に反映させるため，県職員が

集会等に出向いて講座を実施した。

食の安全安心推進条例普及啓 ０ 「みやぎ食の安全安心推進条例」及び「食の安全
発事業（※みやぎ食の安全安 ［０］ 安心の確保に関する基本的な計画」について，ホー
心推進会議開催事業に統合） ムページにより普及啓発を図った。
（食と暮らしの安全推進課）
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２－（２）－ロ

ロ 県民の意見の食の安全安心の確保に関する施策への反映

(イ) 県民の意見の把握

食の安全安心消費者モニターを対象にしたアンケート，食の安全安心セミナーや食

の安全安心消費者モニター研修会における意見交換やアンケート，宮城県食品衛生監

視指導計画策定の際のパブリックコメント，地方懇談会やみやぎ食の安全安心推進会

議の開催等により，広く県民の意見を収集した。

１０月に開催された「みやぎまるごとフェス

ティバル」では，食の安全安心コーナーに，県

における食品中の放射性物質の検査体制や検査

結果に関するパネルを展示し，来場者に説明を

行った。

全国的な牛海綿状脳症（ＢＳＥ）対策の見直

しに向けては，第１回みやぎ食の安全安心推進

会議において意見を聴取するとともに，県民を

対象に，対策の見直しに関する経緯と背景等に

ついて説明会を開催した。

(成果)

・様々な機会を活用して県民の意見を聴取し，食の安全安心の確保に関する各種

施策に反映させることができた。

食の安全安心セミナー（３回 大河原，登米，仙台で各１回）

※テーマ「食品中の放射性物質」

地方懇談会（８回 大河原１回，仙台２回，大崎４回，栗原１回）

牛海綿状脳症（ＢＳＥ）対策の見直しに関する説明会（１回 大崎）

(ロ) 食の安全安心に関する相談窓口（食品表示に関する相談窓口を含む）の充実

食品の表示に関する疑問や質問，食品衛生に関する不安など，県民が気軽に食の

安全安心に関する相談ができるよう，食と暮らしの安全推進課に「食の安全安心に

関する相談窓口」及び「食品表示１１０番」を，県内各保健所に「食の１１０番」

を設置するとともに，相談窓口一覧を「みやぎ食の安全安心」ホームページやリー

フレット等に記載し，消費者・事業者に対する広報に努めた。

消費者等から寄せられた食品表示等に関する法令違反疑義情報については，迅速

に調査及び指導等を実施した。また，事業者からの表示相談に対しても関係法令に

基づく食品表示について適切な助言を行った。

(成果)

・相談件数は以下のとおりで，疑義情報については関係法令に基づき適切に対応

した。

食の１１０番 １７０件（前年度２０８件）

食品表示１１０番 １８４件（前年度１３６件）

食の安全安心コーナー（パネル展示）
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２－（２）－ロ

（主な数値目標）

項 目 基準値 実績 目標値
(平成２１年度) (平成２５年度) （平成２７年度)

地方懇談会の開催 １６回 ８回 １４回

☆主な関連事業一覧

関 係 事 業 名 事業費（千円） 実 施 概 要

［うち国庫を除く］

食の安全安心相互交流理解度 ９６ 食の安全安心セミナー及び県内の地方単位

アップ事業 ［９６］で，食の安全安心に関連するテーマで地方懇談

（食と暮らしの安全推進課） 会を開催した。

（再掲）

食の１１０番 ０ 県内７保健所２支所に「食の１１０番」を設

（食と暮らしの安全推進課） ［０］置し，消費者の食品衛生に関する不安や疑問及

（再掲） び食品衛生法に関する相談を受け付け，相談者

へ正しい情報の提供，法令違反・疑義情報に対

する指導等を行った。

食品表示監視指導事業 ５４ 食品表示１１０番等の情報に基づく事業者に

（食と暮らしの安全推進課） ［５４］対する調査指導等を実施した。

（再掲）
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３－（１）－イ～ニ

３ 食の安全安心を支える体制の整備

（１）体制整備及び関係機関等との連携強化

イ 食の安全安心対策本部による危機管理及び総合的な対策の推進

食に対する安全安心の施策を総合的に推進するため，宮城県食の安全安心対策本部を

設置しており，平成２５年度は，６月に第１回対策本部会議を開催し，厚生労働省の規

則改正に合わせて牛海綿状脳症（ＢＳＥ）の検査体制を見直しすることとし，平成２５

年７月１日から検査対象を全頭から４８か月超とすることを決定した。

また，施策の実施状況の議会報告や県民への公表に向けて，８月に第２回対策本部会

議を開催し，基本計画に基づく施策の実施状況について協議を行った。

(成果)

・基本計画に基づく各種施策を総合的かつ計画的に推進し，基本計画に基づく施策

の実施状況を県議会に報告するとともに，県ホームページで公表した。

ロ みやぎ食の危機管理基本マニュアル等（個別のマニュアルを含む）による迅速な対応

みやぎ食の危機管理基本マニュアル及び関係各課において作成している個別の対応マ

ニュアルに基づく事案のほか，東京電力福島第一原子力発電所事故への対策など食品の

安全安心確保の情報の共有化を図り，食の安全安心の確保に対する危機に備えた。

また，地方機関に食の安全安心連絡員を引き続き配置し，部局横断的に情報の収集・

共有化及び食の危機の未然防止に努めた。

(成果)

・食の危機管理対応チーム定例会議(毎月１回）を開催し，各課で所管している個別

の対応マニュアルにより対応した事案及び東京電力福島第一原子力発電所事故に

対する放射線測定結果に基づく対応等について情報共有に努め，必要な意見交換

を行った。

ハ 食の安全に関する調査・研究の充実

保健環境センターにおいては，生かきのノロウイルスの新検査手法の実用化のため，

公定法と同一の検体を用いて比較検証試験を行い、データの蓄積を図った。また，こ

れまでの比較試験では，汚染強度の高い海域産のかきを用いていたが，汚染強度の低

い海域産のかきについても同様に比較試験を実施し，自主検査としての検査手法とし

て有効性を確認した。

また，ヒスタミンによる食品中の原因究明を迅速に分析するため，新規に導入した

液体クロマトグラフ／タンデム型四重極質量分析計を用いたヒスタミンの分析法を検

討した。

さらに，亜鉛等の８成分について，簡便で精度の高い分析法を確立するため，公定

法の改良などの検討を行った。
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３－（１）－イ～ニ

(成果)

・新検査手法と公定法との比較試験を行い，これまでの汚染強度の高い海域産かき

を用いた比較試験に加えて，汚染強度の低い海域産のかきを検体としての比較試

験でも概ね７５％程度の一致率となり，簡便かつ迅速な自主検査手法として有効

性が確認された。

・ヒスタミンについては，液体クロマトグラフ／タンデム型四重極質量分析計を用

いたヒスタミンの分析法と，迅速な前処理を開発し，従来法に比べて大幅な検査

期間の短縮を実現した。また，当該方法は，検査の精度において従来法と同等で

あることを確認した。

・重金属については，超臨界処理装置を用いた前処理方法により，迅速な試料分解

を行うことができた。また，測定対象元素のうち，ヒ素，カドミウム，亜鉛の３

元素で良好な回収率と併行精度を示すことを確認した。

ニ 国，都道府県，市町村との連携

厚生労働省等から適宜違反食品等に係る情報の提供を受けるとともに，検疫所におけ

る輸入食品等の検査結果についての情報を入手するなどして，輸入食品に関する情報収

集に努めた。

検疫所において，インドネシア産の輸入冷凍ゆでがにを検査した結果，腸炎ビブリオ

陽性となり，輸入者を所管する本県に厚生労働省から情報提供された。このため，当該

品の保管倉庫を所管する札幌市とも連携し，当該品の積み戻しの措置を確認するなど適

正に処理した。

食品表示の適正化に向けては，国（東北農政局）と「食品表示１１０番」に関する情

報交換会を毎月１回開催するなど連携を図り，疑義情報へ迅速に対応した。

(成果)

・国，都道府県，市町村等の連携による食の安全確保対策の推進が図られるととも

に，関係各省庁のホームページ等により，適時に情報の提供が行われた。

☆主な関連事業一覧

関 係 事 業 名 事業費（千円） 実 施 概 要
［うち国庫除く］

食の安全安心推進条例普及啓 ０ 「みやぎ食の安全安心推進条例」及び「食の安全
発事業（※みやぎ食の安全安 ［０］ 安心の確保に関する基本計画」について，ホームペ
心推進会議開催事業に統合） ージにより普及啓発を図った。
（食と暮らしの安全推進課）
（再掲）

生ガキノロウイルス対策事業 ２,５３４ 新検査手法の実用化のため，公定法と同一の検体
（水産業基盤整備課）（再掲） ［２,５３４］ を用いて比較検証データの蓄積を行い，汚染強度の

低い，海域での養殖ガキにおいても高い一致率を得
たことから，自主検査としての検査手法として有効
性が確認された。
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３－（２）

（２）みやぎ食の安全安心推進会議

食の安全安心の確保を図るため，条例により，学識経験者，消費者代表及び生産者・

事業者代表で構成する「みやぎ食の安全安心推進会議」を設置している。平成２５年度

は推進会議を３回開催し，食の安全安心確保に関して審議を行ったほか，「食の安全安

心の確保に関する基本的な計画（第２期）」に基づく

施策の実施状況について評価を受けるとともに意見や

提言を広く聴取し，各種施策に反映させた。

第１回みやぎ食の安全安心推進会議においては，牛

海綿状脳症（ＢＳＥ）対策における全頭検査見直しに

ついて審議した。

会議の開催状況

期 日 検討内容等

委 員 数

第１回 ○国産牛に関する牛海綿状脳症（ＢＳＥ）対策の見直しと本 １５人

H25.6.11 県の対応について (構成内訳：消費者

○食の安全安心に関する施策の実施状況について 代表５人（うち公募

○食品の放射性物質の検査体制について 委員２人） ,生産者･事
○みやぎ食の安全安心県民総参加運動について 業者代表７人 ,学識経

第２回 ○食の安全安心に関する施策の実施状況について 験者 ３人）

H25.8.9 ○食品の放射性物質の検査状況について

○みやぎ食の安全安心県民総参加運動について

●ＢＳＥ（牛海綿状脳症）の全頭検査見直しについて

●みやぎ食の安全安心消費者モニターアンケート調査結果に

ついて

第３回 ○平成２６年度宮城県食品衛生監視指導計画(案)について

H26.2.13 ○食品の放射性物質の検査状況について

○みやぎ食の安全安心県民総参加運動について

●平成２４年度「食の安全安心の確保に関する基本的な計画

（第２期）」に基づく施策の実施状況について

●平成２６年度みやぎ食の安全安心推進会議における検討内

容とスケジュールについて

□食材の虚偽表示への対応について

※ ○議題 ●報告 □その他

(成果)

・本県の食の安全安心の確保に関する県の施策に，みやぎ食の安全安心推進会議

の幅広い意見や提言を反映することができた。

３－（２）

第１回推進会議
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☆主な関連事業一覧

関 係 事 業 名 事業費（千円） 実 施 概 要
［うち国庫除く］

みやぎ食の安全安心推進会議 ４３７ 「みやぎ食の安全安心推進条例」第１５条に基づ
開催事業 ［４３７］ き，知事の諮問に応じて食の安全安心の確保に関
（食と暮らしの安全推進課） する重要事項を調査審議する。また，食の安全安

心に関する情報及び意見の交換を行うとともに，
県の施策及び施策の評価を行う。
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４－（イ，ロ）

４ 食品に係る放射能対策

イ 食品の放射性物質検査

厚生労働省食品安全部長通知「検査計画，出荷制限等の品目・区域の設定・解除の考

え方」に基づき県内で生産される農産物，林産物，畜産物，水産物，野生鳥獣，及び県

内で販売される食品について「農林水産物等の放射性物質検査計画」を定め安全が確認

された食品の流通に努めた。

農林畜水産物は出荷前に検査し，基準値超過時は自粛を要請し市場に流通させないよ

うにした。県内に流通する加工食品についても放射性物質検査を実施し，安全性を確認

した。

（１）出荷前検査

（イ）農産物

主要県産農産物を対象に放射性物質の濃度を把握し，安全確認を行った。
○検査対象 野菜類，果実類，穀類（米，麦類，大豆，そば），茶

○検査機器 ゲルマニウム半導体検出器，NaI シンチレーションスペクトロメー
タ，ベルトコンベア式放射性セシウム濃度検査機

○検査機器配置場所 県古川農業試験場，産業技術総合センター，県合同庁舎他

○検査機関 県農林水産部ほか

○検査結果の概要

・精密検査 点数 5,997点（149品目)，基準値超過 0点（0％)
・簡易検査 点数 34,458点（125品目），基準値超過 0点（0％)

（ロ）原乳

原乳における放射性物質濃度の測定を行った。
○検査対象 原乳

○検査機器 ゲルマニウム半導体検出器

○検査機器配置場所 産業技術総合センター

○検査機関 県農林水産部

○検査結果の概要 点数 250点，基準値超過 0点（0%)

（ハ）牛肉

牛の出荷制限に基づく牛肉の放射性物質検査を全頭実施した。（仙台市食肉市場及

び県外出荷分）

○検査対象 県内外の食肉市場に出荷される県産牛肉

仙台食肉市場に出荷される廃用牛（生体）

○検査点数 出荷牛全頭

○検査機器 ゲルマニウム半導体検出器，NaI シンチレーションサーベイ
メータ

○機器配置場所 民間検査機関，県合同庁舎等



- 38 -

４－（イ，ロ）

○検査機関 民間機関，県農林水産部

○検査結果の概要

・県内外の食肉市場に出荷される県産牛肉：点数 28,205点，基準値超過 0点(0%)
・仙台食肉市場に出荷される廃用牛（生体検査）：点数 5,979 点，不合格数 123 点

（ニ）水産物

県産水産物の放射性物質濃度のモニタリング調査を実施した。また，県内の主要魚

市場等に簡易測定器を貸与し安全確認を行った。

○検査対象 県内で水揚げされる水産物

○検査機器 ゲルマニウム半導体検出器，NaI シンチレーションスペクトロメ
ータ

○機器配置場所 県水産技術総合センター，県内主要５産地魚市場他

○検査機関 県農林水産部及び魚市場開設者等

○検査結果の概要

・精密検査 点数 2,056点，基準値超過 14点(0.7%）
・簡易検査 点数 8,316点，基準値超過 0点(0%)

（ホ）きのこ･山菜類

きのこ･山菜類における放射性物質検査を実施した。

○検査対象 きのこ･山菜類他

○検査機器 ゲルマニウム半導体検出器，NaI シンチレーションスペクトロメ
ータ他

○機器配置場所 県産業技術総合センター，県林産業総合センター，各合同庁舎

○検査機関 県農林水産部，民間機関

○検査結果の概要

・精密検査 点数 339点，基準値超過 29点(8.6％）
・簡易検査 点数 231点，基準値超過 11点(4.8％)

（ヘ）県産牛等

県食肉流通公社に出荷された県産牛全頭及び県産豚等について放射性物質検査を実
施した。
○検査対象 登米市米山の食肉流通公社に出荷される県産牛全頭，県産豚，めん

羊の肉

○検査機器 NaI シンチレーションスペクトロメータ，CsI シンチレーションス
ペクトロメータ

○検査機器配置場所 県食肉衛生検査所等

○検査機関 県食肉衛生検査所等

○検査結果の概要

・県産牛(全頭） 点数 1,478点，基準値超過 0点
・県産豚 点数 111点，基準値超過 0点
・めん羊 点数 21点，基準値超過 0点
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４－（イ，ロ）

（ト）食肉に供する野生鳥獣肉

県内各地で食用に供されるイノシシ等の野生鳥獣の肉の放射性物質検査を実施し

た。

○検査対象 野生鳥獣（イノシシ等）の肉

○検査機器 ゲルマニウム半導体検出器

○検査機関 民間検査機関

○検査結果の概要 点数 91点，基準値超過 29点(31.9％）

（２）出荷後検査

（イ）流通食品

県内に流通する加工食品について放射性物質検査を実施した。

○検査対象 県内に流通する牛乳，清涼飲料水（ミネラルウォーター），乳児

用食品，一般食品等

○検査機器 NaI シンチレーションスペクトロメータ，ゲルマニウム半導体検
出器

○機器配置場所 県原子力センター

○検査機関 県原子力センター

○検査結果の概要

・精密検査 点数 89点，基準値超過 0点(0%)
・簡易検査 点数 331点，基準値超過 0点(0%)

（３）その他の検査・測定

（イ）学校給食食材

①給食一食全体の事後検査

実際に提供された学校給食について一食全体の検査を行った。

○検査対象 希望する市町及び県立学校の給食

○検査機器 ゲルマニウム半導体検出器

○検査結果の概要 点数 295点，基準値超過 0点(0%)

②学校給食食材のサンプル測定

学校で給食に使用する食材の事前測定を行った。

○検査対象 希望のあった県・市町村・私・国立の小中学校，特別支援学校，

夜間定時制高等学校，幼稚園及び保育所

○検査機器設置機関 県内教育事務所等

○検査機器 NaIシンチレーションスペクトロメータ
○検査結果の概要 点数 1,476点，基準値超過 0点(0%)
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４－（イ，ロ）

（ロ）住民持ち込み食材等

住民が持ち込んだ家庭菜園の農産物等の放射能測定を行った。

○測定対象 家庭菜園等で収穫された農産物等（流通品を除く）

○測定機器 NaIシンチレーションスペクトロメータ
○測定場所 各市町村

○測定機関 各市町村

○検査結果の概要 点数 10,502 点（非食品を含む），基準値超過 971 点（9.3 ％）

（４）その他

（イ）検査結果の公表

放射性物質検査の結果は，県ホームページ「放射能情報サイトみやぎ」等で国内

外に向けて速やかに公表するとともに，基準値より高い数値が確認された場合は出

荷自粛の要請等，必要な措置を講じた。

（ロ）市町村への補助金

市町村が実施する放射性物質測定検査に係る経費に対し交付金による支援を行っ

た。

(成果)

・ゲルマニウム半導体検出器による精密検査及び地方機関等に配置した簡易検査

機器により県産農林水産物の放射性物質検査を実施し，安全性を確認した。

・検査の結果，基準値を超過した農産物等については，出荷規制措置等を講じ，

市場に流通させないようにした。

・県内に流通する加工食品についても放射性物質検査を実施し，安全性を確認し

た。

・学校給食の食材及び一食全体の放射性物質の検査を実施した結果，児童生徒等

のより一層の安全安心の確保が図られた。

・住民の希望に応じて，家庭菜園等で栽培された野菜等の持ち込みによる放射性

物質の測定を行った結果，住民の安心や不安払拭に資することとなった。

・検査結果を公表し県民の不安の解消に努めた。

・放射性物質測定検査を実施する６市町に対して交付金による支援を行い，６市

町村合計で２５２品目，４,５６４検体の検査を実施した。
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４－（イ，ロ）

ロ 生産者･事業者及び消費者との相互理解の促進

食の安全安心に関する意見・情報の交換及び共通認識の醸成を図るため，消費者，生

産者・事業者，行政等が主体となった食の安全安心セミナー（テーマ「食品中の放射性

物質」）及び地域に密着した地方懇談会を開催した。

消費者モニターを対象にしたアンケート調査については，モニター登録時のほか，７

月に「食の安全安心」及び「食と放射性物質」をテーマに設定して実施し，消費者モニ

ターの意見の把握に努めた。１月には，消費者庁との共催により，消費者モニターを対

象とした研修会を実施した（テーマ「食と放射性物質」）。

１０月に開催された「みやぎまるごとフェスティバル」では，食の安全安心コーナー

に，県における食品中の放射性物質の検査体制や検査結果に関するパネルを展示し，来

場者に説明を行った。

（成果)

・食の安全安心セミナー及び地域懇談会等の開催の開催により，食の安全安心に関

する消費者，生産者及び事業者等の意見交換が図られた。

食の安全安心セミナー（３回 大河原，登米，仙台で各１回）

地方懇談会（放射性物質関係の内容で開催した回数６回）

みやぎ食の安全安心消費者モニター研修会（１回 仙台）

・食の安全安心セミナーにおけるアンケートでは，アンケート回答者（１８７人）

の８６ .６％（３会場の平均）が説明内容を「理解できた」または「ほぼ理解でき
た」と回答した。

・消費者モニター研修会におけるアンケートでは，アンケート回答者（４６人）の

８７％が研修会に対して「大変満足」または「まあまあ満足」と回答しており，

研修会に対する満足度は高かった。
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Ⅲ 施策の実施状況に対する「みやぎ食の安全安心推進会議」の評価Ⅲ 施策の実施状況に対する「みやぎ食の安全安心推進会議」の評価

注）施策の達成度 Ａ：達成している，Ｂ：概ね達成している，Ｃ：達成していない

１ 安全で安心できる食品の供給の確保

（１）生産及び供給体制の確立

イ 生産者の取組への支援 ※施策の達成度 Ｂ

・エコファーマーにしてもＧＡＰ，特別栽培農産物，ＪＡＳ有機にしても，努力して

認定してもらっても，そのメリットや社会的意義が実感できていないのではないか。

まずは，県自体が，安全･安心な農産物に対する基本的方向性（ＪＡＳ有機を目指

すのか。特別栽培農産物の拡大なのか。県ＧＡＰからＪＧＡＰ水準を目指すのか。

エコファーマーの拡大なのか。）をもっと明確にしたほうがわかりやすい。消費者

を含めて，安全･安心な農産物生産の実態や方向性が十分ＰＲされていないため，

十分理解されていないのが現実である。また，安全･安心な農業生産の実績につい

ては，県単独での取組だけでなく，例えば環境保全米県民会議などの取組もカウン

トしていいのではないか。

ロ 安全な農水産物生産環境づくり支援 ※施策の達成度 Ａ

・土壌環境の整備，土づくりの指導の強化並びに推進は，しっかり行われており，今

後とも生態系に配慮した土づくりの持続性が求められている。

・家畜伝染病や貝毒などの検査体制や発生予防の対策については，最近ではベビー豚

の病気が問題になっているので，引き続き検査・監視の強化を要望したい。

・ノロウイルス対策では，検査期間をなるべく短縮して，迅速な加熱指示，逆に加熱

解除の指示が遅れないように配慮し，生産者への負担を軽減した安全な改善策を進

めることを要請したい。

ハ 事業者に対する支援 ※施策の達成度 Ａ

・ＨＡＣＣＰ導入に取り組む事業者が増えていることは評価に値する。しかし，地産

地消推進店が年々増加しているのに，それへの評価がなされていない点は，県のＰ

Ｒまたはアピール不足に見える。

・中間流通業者，販売店等におけるトレーサビリティシステムの構築については，十

分な実態把握が行われていない。今後，この分野のシステム構築が課題となってく

る。

・震災後，復旧または新規に営業する企業が多くなってきている時期なので，ＨＡＣ

ＣＰの考えを浸透させたり，｢みやぎ食品衛生自主管理登録・認証制度｣を普及する

チャンスだと考えられる。

・食材王国のＰＲにとっても，地産地消の取組やＰＲにもっと力を入れることが課題

といえる。
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（２） 監視指導及び検査の徹底

イ 生産者に対する安全性の監視及び指導の徹底 ※施策の達成度 Ａ

・宮城県は，渡り鳥なども多く飛来する県なので，鳥インフルエンザの危険性は高く，

風評被害にさらされやすい状況にあり，特に注意が必要である。こうした点につい

ての，基本的な行政の対応については，成果が出ている。しかし，課題は新たな事

象が起きた時への対応である。今後とも，こうした対応を強化する必要がある。農

薬は，様々な分野で使用が行われているが，食材王国並びに環境保全型農業を推進

する本県にあっては，生態系に配慮した農薬の選択を県，農協，生産者で推進して

いく必要があり，こうした状況を消費者にアピールすることが要請されている。農

薬に関しては，殺虫剤のニコチノイド系の使用に様々な意見が出ているが，今後の

国の方針への対応が必要になってくる。

ロ 事業者に対する安全性の監視及び指導の徹底 ※施策の達成度 Ａ

・食品営業施設，食品検査による安全性の確保やＢＳＥ対策等について，きちんとし

た取組を行っていることは評価できる。しかし，この種の分野の評価は発生しない

ことが当然である。もし，事件が発生した場合はその対応で評価が分かれてしまう。

そこで，こうした分野では，実害や風評被害を避けるための，発生時のシミュレー

ションを想定することが課題となる。個別の課題では，食品営業施設・かき処理場

等の監視指導率と同時に，食品検査率の向上が指摘できる。

・生かきの検査については，現在の検査法では時間がかかるので，その短縮が課題と

なる。同時に，豚，牛乳についての監視体制が検討課題である。

ハ 食品表示の適正化の推進 ※施策の達成度 Ｂ

・食品表示の適正化の推進については，景品表示法の改正で監視指導など県の権限と

責任が強化されることになった。ホテル等の飲食店においてメニュー表示とは異な

る食材を使用して料理を提供していた問題などに対しては，今後の県の監視対応が

課題となる。その意味で，食品表示ウォッチャーの活動の役割の強化も課題となる。

・食品アレルギーに対する食品表示も大きな課題となっている。食物アレルギーはコ

ンタミネーションを含めて注意が必要で，生産現場の知識やモラルも問われるとこ

ろである。命にかかわる事例も多く報告されていることを受け止めて，生産･加工

現場では安全に製造してほしいし，今後，多様化するアレルギー源情報が確認でき

たり，表示または情報提供できる情報システムの整備が要請されている。

２ 食の安全安心に係る信頼関係の確立

（１）情報共有及び相互理解の促進

イ 情報の収集，分析及び公開 ※施策の達成度 Ｂ

・県からの情報提供が「十分」と感じているモニターが（増えたとはいえ）３７％と

いう数字は少ない。何が足りないのか，分析を行う必要がある。この点の改善が，

風評被害をなくす方策になると考えられる。

・県民運動を強化するためには，消費者モニターアンケートの調査結果でしか県民の

反応を把握することができない状況は不十分である。広く県民が情報を提供するこ
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とが課題となっている。「みやぎ食の安全安心」サイトへのアクセス件数が多いこ

とから，消費者モニターアンケートについて一般県民に意見を求めるアンケートや

直接県民の意見を求めることも１つの方策といえる。

・「食材王国みやぎ｣ウェブサイトは，大変レイアウトがきれいで，消費者，生産者

への食についてのアピールができていると評価できるが，観光サイトの色合いが強

く，もっと食材についての情報をわかりやすく伝えてほしい。

ロ 生産者・事業者及び消費者との相互理解の促進 ※施策の達成度 Ｂ

・今回，県が発行した農水産物直売所や生産･栽培方法の情報のガイドブックは，カ

ラーで見やすく，わかりやすい。消費者と生産者･事業者との相互理解を進める上

で効果的なので，今後も持続的に進めていただきたい。また，生産者と消費者の相

互理解のための交流イベントを参加しやすい企画にしてほしい。

・政府の「ふるさとづくり」の中でも，学校給食と地域社会は重要なテーマとされて

いる。地産地消の拡大や風評被害対策でも，学校給食の活用は効果が高いので，県

のＰＲをこの点でもっと強化してほしい。また，学校給食を給食センターに移行す

る市町村が多くなっているので，その状況にあったサポートが必要である。学校給

食の食材は，加工されていると使いやすいが，取りたての味を味わう点で加工はマ

イナスになる場合もある。地場野菜が学校給食に活用できるように，品目別に細か

な対応やサポートが必要になっている。

・ＢＳＥに関する研修・説明会では，多くの消費者の参加が要請されるが，実際は，

消費者の参加者が少なく，ほとんどが事業者や関係者だったことは，残念だった。

広報の方法に工夫が必要ではないか。

（２）県民参加

イ 県民総参加運動の展開 ※施策の達成度 Ｂ

・せっかく考えた，新しい「食の安全安心取組宣言」のロゴマークをもっと多くの生

産者，消費者にアピールする工夫が必要である。

・景品表示法の改正によって，消費者モニターにお願いする監視業務は増える可能性

が高い。消費者モニターの役割を拡大していくことは，県民総参加運動の充実につ

ながり，消費者モニターのやる気も増すことにつながる。また，このことを通じて

県民に情報が発信されるような仕組みづくりが求められている。また，ホームペー

ジやモニターだよりの活用など検討材料も多い。

ロ 県民の意見の食の安全安心の確保に関する施策への反映 ※施策の達成度 Ｂ

・「みやぎまるごとフェスティバル」の食の安全安心コーナーはパネル展示で地味な

感じで致し方ないと思ったが，クイズなど参加型の企画も取り入れてほしい。

・食品表示１１０番などに寄せられた県民の声がどう県の施策に反映されたのか，そ

れをアピールする場がないのが現状である。県民の意見の把握が足りない。今回も

食品衛生監視指導計画案に対するパブリックコメントが少ない。県ＨＰが非常に分

りづらいので改善してほしい。

・地方懇談会８回の中に石巻や気仙沼などが含まれなかった。県民の意見の把握とい

うことでこうした重要な地域でも開催してほしい。
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３ 食の安全安心を支える体制の整備

（１）体制整備及び関係機関等との連携強化

イ 食の安全安心対策本部による危機管理及び ※施策の達成度 Ａ

総合的な対策の推進

ロ みやぎ食の危機管理基本マニュアル等 ※施策の達成度 Ａ

（個別のマニュアルを含む）による迅速な対応

ハ 食の安全に関する調査・研究の充実 ※施策の達成度 Ａ

ニ 国，都道府県，市町村との連携 ※施策の達成度 Ａ

・危機管理基本マニュアルを県のＨＰでようやく見られるようになったが，最も全庁

的対応が必要で，今後も長期戦になる放射能対策を作成してほしい。放射能対応を

することが風評を呼ぶと考えているためなのか，この点が不十分である。県は今後

の長期戦を見すえた放射能対応マニュアルを作るべきと思う。

・ヒスタミンの分析法の検討は大変に有難い話題である。加熱しても避けられない食

中毒なので，ぜひ検査体制を早めに確立してほしい。

・輸入食品は今後ますます増えると思われる。輸入食品に関する情報の収集と輸入食

品の安全確保を希望したい。

４ 食品に係る放射能対策

イ 食品の放射性物質検査 ※施策の達成度 Ａ

ロ 生産者･事業者及び消費者との相互理解の促進

・これまでの検査の中で放射性物質の含まれる可能性のある食材が分かってきたの

で，そのような食材を重点的に，市場を通さない物も必ず検査するようにしてほし

い。

・震災時に放出された放射能対策は前進しているが，福島での汚染水の流出・放出な

ど隣県の宮城では今後も検査の充実や風評対策は欠かせない。水産物は魚市場での

ベルトコンベアー式検査機導入などが進んでいるが，県民，国民へのアピールがも

っともっと必要。放射能の汚染対策と検査は表裏一体なので，それに除染もあわせ

た放射能 個別の包括的マニュアルが必要である。

・「放射能情報サイトみやぎ」のＨＰ上での位置が下すぎる。生産者・事業者の食品

の安全性を担保するためにも，県が安全性を訴えているという姿勢を可視化する必

要がある。放射性物質とは今後も向き合っていく問題なので，きちんと安全性を確

認しているんだという主張が大事ではないか。

・消費者モニターの年齢層に偏りが見られる。学生や子育て世代等の若い年齢層の人

たちが食の安全安心についてどのような考えを持っているのかについての情報収集

が必要である。
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Ⅳ 実績数値総括表Ⅳ 実績数値総括表

１ 安全で安心できる食品の供給の確保

（１）生産及び供給体制の確立

項 目 平成２１年度 平成２４年度 平成２５年度

みやぎの環境にやさし ○生産登録面積 ○生産登録面積 ○生産登録面積
い農産物認証・表示制 ３,４４６ ha ３,２２１ ha ３,０３３ ha
度
（農産園芸環境課）

認定エコファーマー ○９,２８４人 ○６,８０７人 ○６,２９６人
（農産園芸環境課）

共同かき処理場におけ ○共同かき処理場施設整備 ○共同かき処理場施設整備 ○共同かき処理場施設整備
るかき浄化処理施設の － １３件 ８件
整備 ○かき浄化機器整備 ○かき浄化機器整備 ○かき浄化機器整備
（水産業基盤整備課） － １３件 ８件

○かき浄化処理施設の整備 ○かき浄化処理施設の整備 ○かき浄化処理施設の整備
率 率 率
・施設数ベース 79.5％ ・施設数ベース 100％ ・施設数ベース 100

％

家畜伝染病に基づく検 ○牛豚鶏延べ ○牛豚鶏延べ ○牛豚鶏延べ
査 ２９２,０１９頭羽 ２,１６７,１０３頭羽 ２３６,１１１頭羽
（畜産課）

慢性疾病低減のための ○牛 １６戸 ○牛 １２戸 ○牛 １０戸
検査，指導 ○豚 １２戸 ○豚 ９戸 ○豚 １１戸
（畜産課） ○鶏 ４戸 ○鶏 ７戸 ○鶏 ５戸

貝毒検査 ○１３海域 ○１３海域 ○１３海域
（水産業基盤整備課） ○３８４回 ○２４２回 ○６３３回

ノロウイルス検査 ○３３漁場 ○２２漁場 ○２７漁場
（水産業基盤整備課） ○８１５件 ○６５９件 ○９８４件

みやぎ食品衛生自主管 ○登録(新規） ４施設 ○登録(新規） １施設 ○登録(新規） ５施設
理登録・認証制度 ○認証(新規） ○認証(新規） ○認証(新規）
（食と暮らしの安全推 ５工程４施設 ２工程２施設 ２工程２施設
進課） 〈延べ数〉 〈延べ数〉 〈延べ数〉

○登録 ４５施設 ○登録 ４０施設 ○登録 ４３施設
○認証 ３１工程 ○認証 ２６工程 ○認証 ２８工程
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（２）監視指導及び検査の徹底

項 目 平成２１年度 平成２４年度 平成２５年度

農薬販売者及び使用者 ○販売店 ４２５件 ○販売店 ４３８件 ○販売店 ２３５件
に対する立入検査 ○使用者 １８８件 ○使用者 １３３件 ○使用者 １３６件
（農産園芸環境課）

農薬管理指導士 ○１,２０４人 ○１,２５０人 ○１,２１１人
（農産園芸環境課）

肥料生産業者に対する ○検査箇所数 ３１か所 ○検査箇所数 ３８か所 ○検査箇所数 ２１か所
立入検査 ○収去点数 ２２点 ○収去点数 ２８点 ○収去点数 １８点
（農産園芸環境課）

動物用医薬品等取締 ○動物用医薬品販売業立入 ○動物用医薬品販売業立入 ○動物用医薬品販売業立入
（畜産課） 検査 １００件 検査 ４７件 検査 ５６件

○動物用医薬品販売業許可 ○動物用医薬品販売業許可 ○動物用医薬品販売業許可
・更新等 ４１件 ・更新等 ４４件 ・更新等 ３４件

飲食店及び食品・加工 ○要許可施設数 ○要許可施設数 ○要許可施設数
製造施設等の監視指導 ２５，３７４施設 ２４，２１０施設 ２３,８９６施設
（食と暮らしの安全推 ○許可不要施設数 ○許可不要施設数 ○許可不要施設数
進課） １６，２９８施設 １５，４３２施設 １５,１３０施設

○監視延べ施設数 ○監視延べ施設数 ○監視延べ施設数
・許可前 ・許可前 ・許可前

４，０４６施設 ４，０９５施設 ３,９１６施設
・通常監視 ・通常監視 ・通常監視

３５，１５４施設 ３５，２２８施設 ２１,３６８施設

観光地の大型旅館，集 ○５２６施設を指定 ○４０１施設を指定 ○４４０施設を指定
団給食施設等，特に重 ○監視延べ施設数 ○監視延べ施設数 ○監視延べ施設数
点的に監視すべき施設 １，１９５施設 ９９８施設 １,０１６施設
（食と暮らしの安全推
進課）

収去検査 ○細菌検査 ○細菌検査 ○細菌検査
（食と暮らしの安全推 １，８５１検体 １，４２８検体 １,４７２検体
進課） ○理化学検査 ○理化学検査 ○理化学検査

９６２検体 ２，４１７検体 ２,５５４検体

特殊有害物質調査 ○２２４検体 ○２７７検体 ○２８３検体
（食と暮らしの安全推 ・うち残留農薬検査 ・うち残留農薬検査 ・うち残留農薬検査
進課） ２２品目，１２０検体 ２２品目，１０９検体 ２２品目， ８８検体

・うち輸入食品 ・うち輸入食品 ・うち輸入食品
２０品目，１０８検体 ２２品目，１４２検体 ２７品目，１４４検体

ＢＳＥ検査 ○牛全頭（６，０７０頭） ○牛全頭（５，９４３頭） ○牛（２,１３４頭）
（食と暮らしの安全推 H25.6.30まで全頭
進課） H25.7.1以降48ヶ月齢超
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項 目 平成２1年度 平成２４年度 平成２５年度

と畜場の監視指導及び ○と畜場法等に基づくと畜 ○と畜場法等に基づくと畜 ○と畜場法等に基づくと畜

食肉の検査 場の監視指導 毎月１回 場の監視指導 毎月１回 場の監視指導 毎月１回

（食と暮らしの安全推 ○食肉輸送車の監視 ○食肉輸送車の監視 ○食肉輸送車の監視

進課） 全車両 全車両 全車両

○枝肉等残留抗菌性物質の ○枝肉等残留抗菌性物質の ○枝肉等残留抗菌性物質の

検査 検査 検査

牛豚等２,０４５頭 牛豚等１，６６１頭 牛豚等１,６４２頭
○枝肉等細菌検査 ○枝肉等細菌検査 ○枝肉等細菌検査

２７２検体 ５１０検体 ５７０検体

○枝肉等腸管出血性大腸菌 ○枝肉等腸管出血性大腸菌 ○枝肉等腸管出血性大腸菌

検査 １５０検体 検査 ９０検体 検査 １４７検体

食鳥処理施設の監視指 ○食鳥処理施設の監視(１) ○食鳥処理施設の監視(１) ○食鳥処理施設の監視(１)

導及び食鳥肉の検査 大規模 週１回 大規模 週１回 大規模 週１回

（食と暮らしの安全推 ○認定小規模食鳥処理場(9) ○認定小規模食鳥処理場(7) ○認定小規模食鳥処理場(7)
進課） 年１２回／１か所 年１２回／１か所 年１２回／１か所

○食鳥肉残留抗菌性物質の ○食鳥肉残留抗菌性物質の ○食鳥肉残留抗菌性物質の

検査 ２，６１３検体 検査 ２，０８６検体 検査 ２,１６２検体
○食鳥肉細菌検査 ○食鳥肉細菌検査

２８３検体 ７２検体

かき処理場等の監視指 ○処理場 １４９施設 ○処理場 ５５施設 ○処理場 ７２施設

導及び生食用かき等の （延べ監視数２６９件） （延べ監視数１２０件） （延べ監視数１６７件）

検査 ○袋詰め業者 ８９施設 ○袋詰め業者 ６３施設 ○袋詰め業者 ７０施設

（食と暮らしの安全推 （延べ監視数２３７件） （延べ監視数１４６件） （延べ監視数１７４件）

進課） ○入札場 ３施設 ○入札場 ２施設 ○入札場 ３施設

（延べ監視数 ２件） （延べ監視数 ２件） （延べ監視数 ３件）

貝毒及びノロウイルス ○かき養殖海域の海水検査 ○かき養殖海域の海水検査 ○かき養殖海域の海水検査

等の検査 １３０ポイント ９９ポイント １１８ポイント

（食と暮らしの安全推 ○かき成分規格 ○かき成分規格 ○かき成分規格

進課） １７８検体 ６６検体 ８７検体

○ノロウイルス ７５検体 ○ノロウイルス ７４検体 ○ノロウイルス ７５検体

栄養成分表示 ○相談・指導件数 ５５件 ○相談・指導件数 ４５件 ○相談・指導件数 ３０件

(健康推進課） ○研修会 ○研修会 ○研修会

１７回 ８８０人 ２７回 １，７０３人 ９回 ６９４人

○立入検査 ０件 ○立入検査 ６件 ○立入検査 １１件

健康食品等虚偽誇大広 ○相談・指導件数 ２３件 ○相談・指導件数 １３件 ○相談・指導件数 ２件

告指導 ○研修会等 ○研修会等 ○研修会等

(健康推進課） １７回 ８８０人 ２７回 １，７０３人 ９回 ６９４人

○立入検査 ２件 ○立入検査 ４件 ○立入検査 ２件
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項 目 平成２1年度 平成２４年度 平成２５年度

遺伝子組換え食品検査 ○とうもろこし加工品， ○米加工品 ○米加工品

（食と暮らしの安全推 豆腐 ２０件 １０件 １０件

進課）

食品中のアレルギー物 ○うどん，クッキー・ビス ○うどん，クッキー・ビス ○うどん，クッキー・ビス

質検査 ケット，食肉製品 ケット，食肉製品，魚肉 ケット，食肉製品，魚肉

（食と暮らしの安全推 ４０件 ねり製品，インスタント ねり製品，インスタント

進課） 食品 ４８件 食品 ４８件

農林物資の規格化及び ○食品表示ウォッチャー報 ○食品表示ウォッチャー報 ○食品表示ウォッチャー報

品質表示の適正化に関 告に基づく調査 ２２件 告に基づく調査 １８件 告に基づく調査 １６件

する法律(ＪＡＳ法)遵 ○その他の情報に基づく調 ○その他の情報に基づく調 ○その他の情報に基づく調

守状況調査 査 ３２件 査 １５件 査 １７件

（食と暮らしの安全推

進課）

不当景品類及び不当表 ○調査・指導件数 ９件 ○調査・指導件数 １件 ○調査・指導件数 ６件

示防止法(景品表示法)

に基づく調査指導

（食と暮らしの安全推

進課）

宮城県食品表示ウォッ ○５０人委嘱 ○１００人委嘱 ○１００人委嘱

チャー ○毎月１０品目のモニタリ ○毎月５品目のモニタリ ○毎月５品目のモニタリ

（食と暮らしの安全推 ング ング ング

進課） ○調査店舗数 ○調査店舗数 ○調査店舗数

１，２８３店舗 １，３５５店舗 １，３１４店舗

うち疑義あり６１店舗 うち疑義あり３６店舗 うち疑義あり５１店舗

輸入生かき偽装防止特 ○監視・指導回数 ○監視・指導回数 ○監視・指導回数

別監視員（オイスター ３６回 １３回 １３回

Ｇメン）による監視・

指導

（食と暮らしの安全推

進課）
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２ 食の安全安心に係る信頼関係の確立

（１）情報共有及び相互理解の促進

項 目 平成２1年度 平成２４年度 平成２５年度

各農業改良普及センタ ○相談件数 ○相談件数 ○相談件数
ーに設置した「地域の １３３件 ５４件 ７０件
食と農の相談窓口」に
おける相談件数
(農業振興課）

消費者対象の講座及び ○開催回数 ○開催回数 ○開催回数
現地農業見学会等の開 ２０回 ４回 ６回
催（食と暮らしの安全
推進課）

（２）県民参加

項 目 平成２1年度 平成２４年度 平成２５年度

みやぎ食の安全安心消 ○モニター登録数 ○モニター登録数 ○モニター登録数
費者モニター数 ９１４人 ７７４人 ８１４人
（食と暮らしの安全推
進課）

みやぎ食の安全安心取 ○宣言者数 ○宣言者数 ○宣言者数
組宣言 ６５，７２０生産者 ６５，７１８生産者 ６５，７１８生産者
（食と暮らしの安全推 ３，３２０事業者 ３，１７６事業者 ３，０１８事業者
進課）

みやぎ食の安全安心県 ○配布部数 ○配布部数 ○配布部数
民総参加運動ＰＲ用リ 当初作成１２，０００部 当初作成１２，０００部 当初作成１２，０００部
ーフレットの作成配布
（食と暮らしの安全推
進課）

食品表示１１０番に寄 ○受付件数 ○受付件数 ○受付件数
せられた相談等 １２１件 １３６件 １８４件
（食と暮らしの安全推
進課）

食の１１０番に寄せら ○受付件数 ○受付件数 ○受付件数
れた相談等 １４７件 ２０８件 １７０件
（食と暮らしの安全推
進課）

地方懇談会 ○開催か所数 ○開催か所数 ○開催か所数
（食と暮らしの安全推 県内１５か所 県内５か所 県内８か所

進課） （延べ１６回） （延べ５回） （延べ８回）
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３ 食の安全安心を支える体制の整備

（１）体制整備及び関係機関等との連携強化

項 目 平成２１年度 平成２４年度 平成２５年度

庁内連絡会議等 ○食の安全安心推進員会議 ○食の安全安心推進員会議 ○食の安全安心推進員会議
（食と暮らしの安全推 １２回 １２回 １２回
進課） ○みやぎ食の危機管理対応 ○みやぎ食の危機管理対応 ○みやぎ食の危機管理対応

チーム会議定例会議等 チーム会議定例会議等 チーム会議定例会議等
１２回 １２回 １２回

（２）みやぎ食の安全安心推進会議

項 目 平成２１年度 平成２４年度 平成２５年度

みやぎ食の安全安心推 ○開催回数 ○開催回数 ○開催回数
進会議（食と暮らしの ３回 ３回 ３回
安全推進課）
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資料編資料編

◇ 用 語 集 ◇

あ

●アレルギー物質

アレルギーなどの過敏症を起こす物質のことで，近年，アレルギー物質を含む食品が原因

の健康被害が多く見られることから，こうした被害を未然に防止する観点から，アレルギー

物質の表示が平成１４年に法制化されました。厚生労働省では，食物アレルギーを起こす頻

度が高いものや重篤（病状が著しく重い）なアレルギーを起こすことが明らかになった７品

目（えび，かに，小麦，そば，卵，乳，落花生）を，「特定原材料」として表示を義務付け，

また，それらに準ずるものとして，２０品目（あわび，いか，いくら，オレンジ，カシュー

ナッツ，キウイフルーツ，牛肉，くるみ，ごま，さけ，さば，大豆，鶏肉，バナナ，豚肉，

まつたけ，もも，やまいも，りんご，ゼラチン）について表示を奨励しています。

●遺伝子組換え食品

食品となる植物等に，細菌やウイルスなどの有用な遺伝子を組み込む遺伝子組換え技術に

より作られる食品のことです。食品生産の量的・質的向上や害虫や病気に強い農作物の改良，

加工特性などの品質向上に資することが期待されています。組換えＤＮＡ技術を応用した食

品は，農作物及びその加工食品と組換えＤＮＡ技術を利用して得られた微生物から製造した

食品添加物があります。

遺伝子組換え食品については安全性審査が義務化されており，未審査のものは輸入，販売

等が禁止されています。また，大豆，とうもろこし，ばれいしょ，なたね，綿実，アルファ

ルファ，てん菜，パパイヤの８作物，及びその加工食品の３３食品群について，遺伝子組換

え食品を使用している場合は「遺伝子組換え」と，使用の有無が不明の場含は「遺伝子組換

え不分別」と表示することが義務付けられています。

●牛海綿状脳症（ＢＳＥ：Bovine Spongiform Encephalopathy）
牛の病気。脳の神経細胞が空胞化し，スポンジ状になることから名付けられました。起立

不能や行動異常等の神経症状を示し，発病後２週間から６か月で死に至ります。治療法はあ

りません。ＢＳＥ感染牛を原料とした肉骨粉を飼料として牛に給与したことにより，感染が

拡大しました。原因たんぱく（異常プリオン）に感染した脳・脊髄・目，回腸遠位部やせき

柱に含まれる背根神経節等を食べることで人間にも感染するといわれています。１９８６年

にイギリスで初めて発生が確認され，日本でも２００１年９月に第１号の発生が確認されま

した。

●エコファーマー

環境と調和した農業生産をより一層推進するため，平成１１年に「持続性の高い農業生産

方式の導入の促進に関する法律（持続農業法）」が制定されました。
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この法律は，たい肥等を活用した土づくりと化学肥料や化学農薬の使用の低減を一体的に行

う生産方式を導入しようとする農業者に対し，支援を行うものです。

この法律に基づいて，知事の認定を受けた農業者を「エコファーマー」と呼びます。

●オイスターＧメン（輸入生かき偽装防止特別監視員）

輸入生かき混入（偽装）を防止し，宮城のかきの信頼回復を図るため，県内のかき仲買・

袋詰め業者が偽装防止などを目的に設立した「宮城県産生かき適正表示協会」に加盟し県内

で生かきを取り扱う仲買・袋詰め業者を主な対象として，抜き打ち調査等を行うものです。

か

●貝毒

二枚貝類（ホタテ，かき，あさり等）は，海水中のプランクトンを餌にしていますが，海

水中には時として有毒なプランクトンが発生します。それを摂取した二枚貝は，その毒成分

を体内の中腸腺（ヒトの肝臓及び膵臓に相当する器官）に蓄積し，それが原因となって本来

無毒である二枚貝が毒化します。これが貝毒です。

貝毒には麻痺性貝毒と下痢性貝毒の２種類があり，貝毒の毒量はマウス・ユニット（ＭＵ）

という単位で表され，各々規制値が定められています。

麻痺性貝毒は可食部１ｇあたり４ＭＵ，下痢性貝毒では可食部１ｇあたり０.０５ＭＵを
超えると出荷が規制されます。

貝毒は海水中の有毒プランクトン濃度が低くなると，徐々に貝の体内から排出されて消失

します。

●ＧＡＰ(農業生産工程管理) 「ギャップ」と呼称

Good(良い）Aguricultual（農業）Practice(やり方）の頭文字をとっています。
農林水産省は「農業生産工程管理」，日本ＧＡＰ協会は「適切な農場管理と実践」と訳し

ています。

農業生産工場において，生鮮農産物の安全性確保などを主な目的とし，生産から出荷の段

階で想定される３つの危害，化学的危害（残留農薬など），物理的危害（異物混入など），

生物的危害（病原微生物など）を未然に回避するための農業生産管理ポイントを整理し，そ

れを実践・記録する取組のことです。

従来は最終の収穫物をサンプリングしての「ファイナルチェック方式」(結果管理）であ

ったが，ＧＡＰではＩＳＯやＨＡＣＣＰのような「プロセスチェック方式」（工程管理）の

考え方を農業現場に導入したものです。

●牛肉トレーサビリティ法（牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法）

（平成１５年６月１１日法律第７２号）

平成１３年９月に国内で初めて発生した牛海綿状脳症（ＢＳＥ）への対応策として，平成

１５年６月に「牛の個体識別のための情報の管理及び伝達に関する特別措置法」(牛肉トレ

ーサビリティー法)が制定されました。この法律は，現存する牛や消費者の元に届いた牛肉

について，そこに至るまでの経過を追跡・遡及することを可能とするために制定されました。
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これにより，国内に現存する全ての牛はそれぞれ固有の個体識別番号を付与され，この番

号に基づいた各種情報の管理が義務付けられています。

●景品表示法(不当景品類及び不当表示防止法)(昭和３７年５月１５日法律第１３４号)

一般消費者の利益の保護を図るため，不当な顧客の誘引を禁止する法律。表示されている

内容が実際のものより著しく優良であると誤認を招くような表示や，取引条件が実際のもの

より著しく有利であると誤認を招く表示を不当表示として禁止するほか，過大な景品類の提

供を禁止することで，一般消費者による利益の保護を目的としています。

●健康増進法（平成１４年８月２日法律第１０３号）

わが国における急速な高齢化の進展及び疾病構造の変化に伴い，国民の健康の増進の重要

性が著しく増大していることにかんがみ，国民の健康の増進の総合的な推進に関し基本的な

事項を定めるとともに，国民の栄養の改善その他の国民の健康の増進を図るための措置を講

じ，もって国民保健の向上を図ることを目的として，平成１４年８月に制定され，平成１５

年５月１日に施行されたものです。

特別用途表示について規定する食品関係の内容としては，健康保持増進の効果などについ

ての虚偽または誇大な広告等の表示の禁止などについて規定しています。

●高病原性鳥インフルエンザ

高病原性鳥インフルエンザは鳥インフルエンザのうち，発症すると致死率が１００％に近

く，鶏，七面烏，うずら等が感染すると，全身症状を起こし，神経症状（首曲がり，元気消

失等），呼吸器症状，消化器症状（下痢，食欲減退等）等が現れ，鳥に対して特に高い病原

性を示す特定のウイルスによる疾病です。

なお，わが国ではＨ５亜型，Ｈ７亜型のＡ型インフルエンザのうち，鶏への病原性確認検

査又はウイルス遺伝子分析により病原性が高いと判断されたものを高病原性インフルエン

ザ，病原性が低いと判断されたものを低病原性鳥インフルエンザとしています

高病原性鳥インフルエンザが，食品を介して人に感染する可能性は，現時点ではないもの

と考えられており，鶏卵や鶏肉を介した感染例は世界的にも報告されていません。鳥インフ

ルエンザウイルスは適切な加熱により死減するとされており，一般的な方法として，食品の

中心温度を 70℃に達するように加熱することを推奨しています。

●コーデックス委員会

（ＣＯＤＥＸ ＡＬＩＭＥＮＴＡＲＩＵＳ ＣＯＭＭＩＳＳＩＯＮ：ＣＡＣ）

コーデックス委員会は，ＦＡＯ／ＷＨＯ合同食品企画計画の実施機関として，１９６２年

に，ＦＡＯ（国連食糧農業機関）とＷＨＯ（世界保健機構）が合同で設立した国際政府間組

織で，その設置目的は，国際食品企画の策定を通じて，消費者の健康を守るとともに，食品

貿易における公正を確保することです。

コーデックス委員会が策定した食品規格は，ＷＴＯ（世界貿易機関）の多角的貿易協定の

もとで，国際的な制度調和を図るものとして位置付けられています。事務局はイタリアのロ

ーマに置かれており，２００９年３月現在の加盟国は１８０カ国及び１機関で，我が国は

１９６６年に加盟しています。
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さ

●残留農薬

「残留農薬」とは，農薬の使用に起因して食品に含まれる特定の物質をいいます。農薬が残

留した食品を摂取することにより，人の健康を損なうことがないよう，食品衛生法に基づく

「食品，添加物等の規格基準」において農産物に残留する農薬の成分である物質の量の限度

が定められています。残留農薬基準を超えるような農薬が残留している農産物は販売禁止等

の措置が取られることになります。

●ＪＡＳ法(農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律)

(昭和２５年５月１１日法律第１７５号)

農林物資の規格を制定するとともに，品質に関する適切な表示を行わせることにより消費

者の商品選択に資することを目的とする法律。「ＪＡＳ規格」と，「品質表示基準」の２つ

の制度からなる。

●食育

食育とは，様々な経験を通じて食に関する知識と食を選択する力を習得し，健全な食生活

を実践することができる人間を育てることであり，生きる上での基本となるものです。

●食育推進ボランティア

食と農に関する知識，技術，経験等を持ち，これらの知識等を地域社会に広げる活動をす

るボランティアのことで，食生活改善推進員，栄養士，調理師等などの個人や食品製造企業，

農業者団体，食文化研究会などの企業・団体などをメンバーとしています。

●食中毒

食中毒の原因となる細菌，ウイルスが付着した食品や，有毒・有害な物質が含まれた食品

を食べることによって，下痢，嘔吐，腹痛，発熱などの健康被害が起こることです。

食中毒の約 5割は，食べ物の中で増えた食中毒菌や食中毒菌が作った毒素を食べることに
より起きる細菌性食中毒です。細菌性食中毒の主なものは，カンピロバクター，サルモネラ，

腸炎ビブリオ，黄色ブドウ球菌，腸管出血性大腸菌Ｏ１５７等があります。

このほか，ノロウイルス等のウイルスを原因とする食中毒や，毒キノコや貝毒，フグ毒など

による自然毒食中毒，洗剤や農薬などの化学物質の混入による化学性食中毒があります。

なお，食べ過ぎ，飲み過ぎによる体調不良，ビタミン欠乏による栄養障害，食品中に混入

したガラス，針などの異物による物理的・機械的障害，熱いものの摂取によるやけどなどは

食中毒に含まれません。
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●食鳥検査

平成２年６月２９日「食烏処理の事業の規制及び食烏検査に関する法律」(食鳥検査法)が

公布され，それまで「食鳥処理加工指導要領」により実施していた全羽自主検査が，平成４

年４月１日から，食鳥検査に変更されました。年間３０万羽を超える処理を行う食鳥処理場

では，都道府県知事の検査として，獣医師である食鳥検査員の検査を受けなければならない

ことになりました。

また，３０万羽以下を処理する食烏処理場では，都道府県知事の認定を受けた事業者が確

認規定に従い，基準に適合していることを確認しています。

●食鳥検査員

食鳥検査員は，都道府県知事が指定する，食鳥処理場で処理される食鳥の検査及び衛生指

導等の職務に従事する都道府県の職員（獣医師）。本県では，食肉衛生検査所及び仙南保健

所，塩釜保健所岩沼支所に配置しています。

●食鳥処理場

食鳥検査法に基づき，食用に供する目的で食鳥（鶏，あひる，七面鳥等）をと殺し，羽毛

を除去し，食鳥と内臓を摘出する行為を行う施設をいいます。

●食鳥処理法（食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律）

「食鳥処理の事業について公衆衛生の見地から必要な規制その他の措置を講ずるとともに，

食鳥検査の制度を設けることにより，食鳥肉に起因する衛生上の危害の発生を防止し，も

って国民の健康の保護を図ること。」を目的として，平成２年に制定され，食鳥処理業の許

可，食鳥検査，食鳥処理業者の尊守事項等について規定されています。

●食品安全委員会

食品安全基本法に基づき内閣府に設置された委員会で，健康への悪影響について科学的評

価（食品健康影響評価）を実施し，それに基づいた勧告を行う他，消費者，食品関連事業者

などの関係者相互における幅広い情報や意見の交換，重大な食品事故の発生等の緊急事態へ

の対応を行う機関です。7名の委員から構成され，その下に専門調査会が設置されています。

●食品安全基本法（平成１５年５月２３目法律第４８号）

食品の安全性の確保を総合的に推進することを目的として平成１５年５月に制定されまし

た。

この法律に基づき，食品健康影響評価を専門的に行う「食品安全委員会」が内閣府に設置

されており，食品健康影響評価に基づき，各省庁では安全確保のための規格基準を定めるな

ど具体的な施策を策定し，実施します。

また，情報の公開，関係者相互の情報・意見の交換促進についても規定されています。
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●食品衛生監視員

都道府県知事等に任命され，食品に起因する衛生上の危害を防止するために，食品関連営

業施設等の監視指導，食品，添加物等の収去検査，ＨＡＣＣＰなどの高度衛生管理方式の

普及等の職務に従事する，薬剤師・獣医師等の資格を持った都道府県等の職員で，保健所

や食肉衛生検査所等に配置されています。

●食品衛生法(昭和 22年 12月 24日法律第 233号)
昭和２２年に「飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止し，公衆衛生の向上及び増進に

寄与すること」を目的に制定されたが，ＢＳＥ問題や偽装表示問題などを契機とする食品

の安全に対する国民の不安や不信の高まりから，食品の安全の確保のための施策の充実を

通じ，国民の健康の保護を図ることを目的として，平成１５年５月に改正された。

改正食品衛生法は，①国民の健康の保護のための予防観点に立ったより積極的な対応，②

事業者による自主管理の促進，③農畜水産物の生産段階の規制との連携という３つの視点

に基づき見直されており，新たに食品関係事業者の責務の明確化等が盛り込まれています。

●食品添加物

食品添加物とは，食品の製造の過程において又は食品の加工若しくは保存の目的で，食品

に添加，混和，浸潤その他の方法によって使用する物をいい，保存料，甘味料，着色料等が

該当する。厚生労働大臣が定めたもの以外の添加物並びにこれを含む製剤及び食品の製造，

輸入，使用，販売等は禁止されており，この指定の対象には，化学的合成品だけでなく天然

に存在する添加物も含まれます。

●食品表示ウォッチャー

ＪＡＳ法に基づく食品表示の一層の適正化を図るため，県民から食品表示ウォッチャーを

公募し，食品販売店における日常の買い物等を通じて食品表示のモニタリングをしていただ

くとともに，その結果を県に情報提供していただくものです。県は，その情報に基づき監視

・指導を行います。

●飼料安全法(飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律)

(昭和２８年４月１１日法律第３５号)

飼料及び飼料添加物の製造等に関する規制，飼料の公定規格の設定及びこれによる検定等

を行うことにより，飼料の安全性の確保及び品質の改善を図り，公共の安全の確保と畜産物

等の生産の安定を目的とした法律です。有害物質を含む飼料等の製造，輸入，販売，使用（家

畜等への供与）の禁止，家畜等に飼料供与した場含の飼料の種類，使用年月日，場所，家畜

の種類，使用量等の記録とその保管などについて規定しています。
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た

●腸管出血性大腸菌 ‚０１５７
オー

大腸菌は，家畜や人の腸管内にも存在し，ほとんどのものは無害であるが，一部のものは，

人に急性の下痢や胃腸炎等の消化器症状や合併症を引き起こすことがあり，病原大腸菌ある

いは下痢原性大腸菌と呼ばれています。そのうち毒素（ベロ毒素）を産生し，出血を伴う腸

炎や溶血性尿毒症症候群（ＨＵＳ）を起こす大腸菌を腸管出血性大腸菌といいます。この菌

による感染症の典型的臨床症状は出血性大腸炎で，血清型が（Ｏ１５７：Ｈ７）の菌を特に

腸管出血性大腸菌Ｏ１５７と呼びます。この菌による食中毒事件は，米国のハンバーガーに

よる大規模な食中毒事件があり，4 名の死者を出したことで予防対策がとられるようになり
ました。このほかにも同様の症状を現すものとしてＯ２６，Ｏ１１１などがあります。

日本では，平成 8年に全国で腸管出血性大腸菌Ｏ１５７による食中毒事件が多発し，社会
問題になりました。

●動物用医薬品

専ら動物に用いられる医薬品（抗生物質や寄生虫駆除剤など）であり，動物の病気の治療

または予防に使用されています。「薬事法」に基づき便用が規制されており，対象動物，用

法及び用量，使用禁止（出荷制限，休薬）期間など使用者が守る基準が定められています。

●特別栽培農産物

その農産物が生産された地域で慣行的に行われている化学合成農薬及び化学肥料の使用状

況に比べて，農薬の使用回数が５０％以下，化学肥料の窒素成分量が５０％以下の双方の条

件を満たして栽培された農産物をいいます。

県では，この条件を満たした農産物を認証する制度を設けており，認証を受けた農産物に

は県が指定する認証マークを付けて出荷することができます。これにより，消費者に対する

信頼性の確保と環境保全型農業の取組の拡大を図っています。

●と畜場

と畜場法に基づき，食用に供する目的で獣畜（牛，馬，豚，山羊，羊）をと殺し，または

解体するために設置された施設をいいます。

●と畜場法(昭和２８年８月１日法律第１１４号)

「と畜場の経営及び食用に供するために行う獣畜の処理の適正の確保のために公衆衛生の

見地から必要な規制その他の措置を講じ，もって国民の健康の保護を図ること。」を目的と

して昭和２８年に制定され，と畜場の設置の許可，と畜場の衛生管理，と殺または解体の

検査等について規定されています。
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●トレーサビリテイ(システム)

トレーサビリティとは，trace（追跡）と ability（可能）を合わせた言葉で，食品の生産，
加工，流通等の各段階で，原材料（食品）が，いつ，どこで，どのように生産・流通・加工

されたかについて，追跡又は遡って調査できる仕組みをいいます。食品事故が発生した場合

の迅速な回収や，原因究明により危害の未然防止・拡大防止への活用が期待されます。

また，最近では，食品を購入した消費者がその生産履歴等をＩＴなどの活用により知るこ

とができるシステムが開発されており，消費者への情報提供の面からも活用が期待されてい

ます。その一方で，コストを誰が負担するのか，導入しても実質的な利用があるのかといっ

た課題もあります。

なお，国産牛肉及び米については，トレーサビリティに取り組むことが義務づけられてい

ます。

な

●農薬

農薬取締法において，農薬とは，農作物（樹木及び農林産物を含む。以下，「農作物等」

という。）を害する菌，線虫，だに，昆虫，ねずみその他の動植物またはウイルスの防除に

用いられる殺菌剤，殺虫剤その他の薬剤および農作物等の生理機能の増進または抑制に用い

られる成長促進剤，発芽抑制剤その他の薬剤と定義されています。

また，農作物等の害虫を食べるクモなどの天敵も農薬とみなすとされています。

用途別に見ると，害虫を防除する殺虫剤，農作物等にとって有害な菌細菌や糸状菌を防除

する殺菌剤，雑草を防除する除草剤，種なしぶどうなどを作る際に用いられるいわゆる植物

成長調整剤などがあります。

現在栽培されている農作物等の中には，農薬を使用しなければ，ほとんど収穫できないも

の（例：りんご，もも）もあることから，病気や害虫，また雑草の害を食い止め，品質のよ

い農作物等を安定的に供給するために農薬が使われています。また，真夏の草取りなど，農

作物等の生産者の過重な労働の軽減にも役立っています。

国内で農薬を使用する場合は，農薬取締法に基づき登録された農薬でなければなりません。

農薬取締法では，農薬登録時に定められた使用方法を遵守しなければならないこととされ

ています。（使用基準）

食品衛生法に基づき食品中に残留する農薬の残留基準を設定し，安全確保を図っています。

●農薬管理指導士

農薬取締法に基づき農薬の安全使用や保管管理について適正になされるとともに，使用者

等に対し適切に指導できるよう農薬販売業者やＪＡ職員等農薬の専門知識を有する必要があ

る方々を対象として，県が研修を実施し，試験を経て認定しています。

●農薬取締法(昭和２３年７月１日法律第８２号)

農薬について登録制度を設け，販売及び使用の規制を行うことにより，農薬の適正使用の

確保等を図り，もって農業生産の安定と国民の健康の保護に資するとともに，国民の生活環

境の保全を目的とした法律です。
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農薬の登録制度では，国に登録された農薬のみが製造，輸入，販売，使用できる仕組みに

なっています。また，薬効，薬害，毒性，残留性等試験の結果を基に，その農薬を使用でき

る作物，使用量，濃度，使用時期，使用回数等の使用に関する基準が定められています。

●ノロウイルス

ヒトの小腸粘膜で増殖するウイルスで，他の食中毒菌と異なり，食品中では増殖しません。

このため，人から排出されたウイルスが，河川等を経て海にたどり着き，カキなどの二枚貝

の内臓に蓄積されるものと考えられています。

従前は小型球形ウイルス又はＳＲＳＶ（Small Round Structured Virus）と呼ばれていました
が，遺伝子学的な分類でノロウイルスとそれ以外のものに分けられることがわかったため，

ＳＲＳＶのうちノロウイルスと同定されるものについては，この名称を用いることになりま

した。

潜伏時間は２４～４８時間で，主症状は下痢，吐き気，嘔吐，腹痛，発熱（３８℃以下）

など風邪に似た症状を呈し，冬場に多く発生する傾向があります。

ウイルスを取り込んだカキなどの二枚貝を不十分な加熱で食べた場合や，感染者の用便後の

手洗い不足等により，ウイルスに汚染された食品を食べた場合などに感染するおそれがあり

ます。なお，感染者の便や吐しゃ物に接触したりすることにより二次感染を起こすこともあ

ります。

予防策としては，中心まで十分に加熱して食べることや手洗いの徹底等があげられます。

平成９年５月に改正された食品衛生法で，食中毒病因物質に小型球形ウイルス(ＳＲＳＶ)

が追加され，さらに平成１５年８月の改正で，この病因ウイルス名が小型球形ウイルス(Ｓ

ＲＳＶ)からノロウイルス（ＮＶ）に変更されています。

は

●ＨＡＣＣＰ（ハサップと呼ばれています。）（危害分析重要管理点） Hazard Analysis Critical
Control Point
米国航空宇宙局（ＮＡＳＡ）における宇宙食の製造に当たって，食品の安全性を高度に保

証する衛生管理手法として開発されました。この衛生管理手法は，食品の製造・加工工程

のあらゆる段階で発生するおそれのある危害についてあらかじめ調査・分析（Hazard
Analysis）し，この分析結果に基づいて，より安全性が確保された製品を得るために特に厳
重に管理する必要がある段階を重要管理点（Critical Control Point）と定め，これが遵守され
ているかどうかを常時監視することにより，製造工程全般を通じて製品のより一層の安全

性を確保する手法です。

日本でも，平成７年に国がこの考え方を導入し，公的に認める衛生管理システムとして，

総合衛生管理製造過程の承認制度があります。
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●ＢＳＥスクリーニング検査

牛がＢＳＥに感染していないかどうかを，牛の脳の一部（延髄）を取り出して，そこにＢ

ＳＥの原因と考えられる異常プリオンがあるかないか調べるための一次検査です。

国内では，初のＢＳＥ感染牛が確認されて以降，平成１３年１０月１８日から，と畜場で

と殺解体されるすべての牛について全国の食肉衛生検査所等において実施されていました。

検査対象月齢は，段階的に引き上げられたものの，牛の全頭検査は継続されました。

その後，国内外のリスクが大きく低下してきたことを踏まえ，食品安全委員会の食品健康

影響評価結果に基づき，平成２５年７月１日から，国産牛のＢＳＥ検査対象月齢が４８か月

齢超に引き上げられました。

●ポジティブリスト制

平成１５年の食品衛生法の改正で，農薬，動物用医薬品，飼料添加物（以下農薬等）につ

いてポジティブリスト制が導入されました。施行は平成１８年５月からです。

リストにないものの流通を原則禁止する制度がポジティブリスト制といいます。反対に，

リストにあるものの流通を原則禁止する制度をネガティブリスト制といいます。

食品衛生法では，「食品，添加物等の規格基準」において，農産物等に残留する農薬等の

量の限度（残留基準）が定められています。残留基準を超えて農薬等が検出された場合は，

その食品を流通させることはできません。

農薬等の残留基準設定に関する従来の考え方は，いわばネガティブリスト制で，一定限度

以上の残留を禁止する農薬等をリストにして，基準化していました。従って，残留基準の設

定されていない農薬等が検出されても，その食品の流通を禁止することは，法的にはできま

せんでした。

また，残留基準の設定されている農薬等の数も国内外で使用されている農薬等に対してそ

の約 3分の 1程度しか基準化されていませんでした。
ポジティブリスト制では，原則的に必要とされる農薬に対して可能な限り基準化を行うと

ともに，残留基準が定められていない農薬等であっても，残留基準のない農薬等に対する「一

律基準」を設定し，それを超えて農薬等が検出された食品の流通が禁止されます。

ま

●宮城県食品衛生監視指導計画

食品衛生法に基づき都道府県等が実施する監視指導等について，厚生労働大臣が定める食

品衛生監視指導指針を踏まえて，都道府県知事等が毎年計画を定めるものです。

地域の実情を踏まえた食品衛生関係施設に対する重点的，効率的かつ効果的な監視指導の

ほか，流通する食品の検査，自主衛生管理の指導なども含めて計画を策定します。

●宮城県産生かき適正表示協会

宮城県産食品に係る表示の適正化を推進し，消費者の信頼を得るため，業者自らが自主基

準を制定し，これを県が認証する制度である「宮城県産食品に係る適正表示協会制度」（平

成１４年９月２４日設置）に基づき，宮城県産生かきに係る食品表示の適正化のために，県

内のかき仲買・袋詰め業者により平成１４年１０月４日に設置されたものです。
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●みやぎ食の安全安心県民総参加運動

「みやぎ食の安全安心推進条例」に基づき，「安全で安心できる食」の実現を目指し，食

の安全安心確保対策が，持続的かつ着実な取組が図られるよう「食の安全安心取組宣言」及

び「食の安全安心消費者モニター制度」を中心に，消費者，生産者・事業者及び行政の協働

した取組として県民総参加運動を展開するものです。

●みやぎ食の安全安心消費者モニター制度

消費者の役割を自らの行動により積極的に果たす人材を育成するとともに，多くの消費者

の目で食の安全安心を確認することを目的として，県内に住む食の安全安心に関心のある消

費者の方々に消費者モニターとして登録してもらい，正確な知識の習得，日ごろの情報収集，

県への情報提供，各種講習会等への参加等の活動を行ってもらうものです。

●みやぎ食の安全安心取組宣言

生産者・事業者の食の安全安心に関する取組を消費者に伝えることにより，自らの食の安全

安心への意識の高揚を図り，消費者が食品を選択し購入する際の目安を提供することを目的と

しているものです。生産者・事業者は，県のガイドラインに従い自主基準を定め，その基準を

公開するとともに，県が認めたロゴマークを使用して，食の安全安心の取組を広く県民にＰＲ

します。

●みやぎ食の危機管理基本マニュアル

食の危機の未然防止を図るとともに，危機発生時においては，迅速かつ適切な危機対応を

行い，県民の食の安全安心の確保と風評被害による経済的損失を最小限に止めることを目的

とするものです。マニュアルでは，危機の未然防止に向け，食の危機管理対応チームを設置

し，非常時のみならず平常時においても情報の収集，共有化，必要な庁内調整等を行うこと

としております。

●みやぎ食品衛生自主管理登録・認証制度

宮城県では，平成１６年１０月に国のＨＡＣＣＰ（ハサップ；危害を分析し，重要管理点

を定めて監視することにより，食品の危害発生を防止するシステム）承認制度より対象を

広げ，県内（仙台市を除く。）の中小の食品製造，加工，調理を行っている施設でもＨＡＣ

ＣＰの手法を取り入れ，一定レベル以上の衛生水準を保っている施設を評価し，業界全体

の衛生レベルの向上を図るために，独自の食品衛生自主管理登録・認証制度を開始しまし

た。

制度の概要

① 知事が要綱で定めた基準以上の施設・設備等を備え，自主衛生管理を行っていると

認められる県内（仙台市を除く。）の食品製造施設等について保健所（支所）長が施

設の「登録」を行います。

② 登録した施設が自主衛生管理を１年以上実施しているとともに，特定した主要食品

を製造，加工又は調理する工程で基準以上の衛生管理方式を実施していると認められ

る施設について知事が「認証」を行います。
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●無登録農薬

無登録農薬とは，農薬取締法の規定に基づく農林水産大臣の登録を受けずに，農薬的な使

用を目的に販売・使用されている資材のことをいい，無登録農薬のラベルには登録番号の表

示がありません。

登録を受けた農薬には，「農林水産省登録番号○○号」のように必ず農林水産省の登録番

号が効果のある作物や病害虫名とその使用方法とともに記載されます。

無登録農薬と呼ばれるケースとしては，過去に登録されていた農薬で，安全等に問題があ

り販売・使用が禁止されているものや，日本では登録されていない外国の農薬などがありま

す。

ら

●リスク(Risk)
食品中にハザード（危害要因）が存在する結果として生じる健康への悪影響の起こる可能

性とその程度(健康への悪影響が発生する確率と影響の程度)をいいます。

●リスク管理(Risk Management)
リスク評価に基づき，すべての関係者と協議しながらリスク低減のための複数の政策・措

置について技術的な可能性，費用対効果などを検討し，適切な政策・措置を決定，実施する

こといいます。政策・措置の見直しも含みます。

●リスクコミュニケーション(Risk Communication)
リスク評価（後記）やリスク管理を行う中で，生産者から消費者に至るすべての関係者と

の間で，リスクに関する情報・意見交換を行う過程をいいます。

●リスク評価(Risk Assessment)
食品に含まれるハザード（危害要因）を摂取することによって，どの位の確率でどの程度

の健康への悪影響が起き得るかを科学的に評価することをいいます。

●リスク分析(Risk Analysis)
食品を通じてハザード（危害要因）を摂取することによって健康に悪影響を及ぼす可能性

がある場合において，その発生を防止又は抑制する全過程をいいます。可能な範囲で，食品

事故を未然に防止したり，悪影響の起こる確率や程度を最小限にすることなどを目的として

います。
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みやぎ食の安全安心推進条例
平 成 １ ６ 年 ３ 月 ２ ３ 日

宮 城 県 条 例 第 ３ １ 号

目次

第１章 総則（第１条―第５条）

第２章 食の安全安心基本計画（第６条）

第３章 食の安全安心の確保に関する施策（第７条―第１４条）

第４章 みやぎ食の安全安心推進会議（第１５条―第２０条）

第５章 雑則（第２１条）

附則

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、県民の生命及び健康に関する権利の重要性にかんがみ、県民が健やかな食生活を営むための

食品の安全性及び信頼性（以下「食の安全安心」という。）の確保に向け、県及び生産者・事業者の責務並びに

消費者の役割を明らかにするとともに、県、生産者・事業者及び消費者（以下「関係者」という。）による協働

した取組を促進する施策の方針を定めることにより、食の安全安心の確保に関する施策を総合的に推進すること

を目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

一 食品 すべての飲食物（薬事法（昭和３５年法律第１４５号）第２条第１項に規定する医薬品及び同条第

２項に規定する医薬部外品を除く。）をいう。

二 生産者・事業者 食品安全基本法（平成１５年法律第４８号）第８条第１項に規定する食品関連事業者を

いう。

三 関係法令 食品安全基本法、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）、農薬取締法（昭和２３年法律第

８２号）、肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法

律（昭和２５年法律第１７５号）、飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律（昭和２８年法律第３

５号）、と畜場法（昭和２８年法律第１１４号）、水道法（昭和３２年法律第１７７号）、薬事法、不当景品

類及び不当表示防止法（昭和３７年法律第１３４号）、農用地の土壌の汚染防止等に関する法律（昭和４５

年法律第１３９号）、食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平成２年法律第７０号）、ダイオ

キシン類対策特別措置法（平成１１年法律第１０５号）、牛海綿状脳症対策特別措置法（平成１４年法律第

７０号）、健康増進法（平成１４年法律第１０３号）その他食の安全安心に関連する法令（条例及び規則を

含む。）で現に効力を有するものをいう。

（県の責務）

第３条 県は、食の安全安心の確保に関しては県民の健康の保護が最も重要であるという認識の下に、施策を実

施しなければならない。

２ 県は、国及び市町村との役割分担を踏まえて、食品の生産から販売及び消費に至る一連の過程（以下単に「一

連の過程」という。）において、必要な食の安全安心の確保に関する施策を適切に実施しなければならない。

（生産者・事業者の責務）

第４条 生産者・事業者は、関係法令を遵守し、安全で安心できる食品が消費者に提供されるよう必要な措置を

適切に講ずる責務を有する。

２ 前項に定めるもののほか、生産者・事業者は、県が第３章の規定に基づいて実施する食の安全安心の確保に

関する施策及び措置に協力する責務を有する。

（消費者の役割）

第５条 消費者は、食の安全安心に関する正しい知識を身に付けるとともに、生産者・事業者及び関係行政機関

に対し、意見を述べ、又は提案を行うように努めることによって、食の安全安心の確保に関し、積極的役割を

果たすものとする。

第２章 食の安全安心基本計画

第６条 知事は、食の安全安心の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、食の安全安心の確保に関

する基本的な計画(以下「基本計画」という。)を定めなければならない。



- 65 -

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 食の安全安心の確保に関する施策の大綱

二 前号に掲げるもののほか、食の安全安心の確保に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事

項

３ 知事は、基本計画を定めるに当たっては、県民の意見を反映することができるよう適切な措置を講じなければ

ならない。

４ 知事は、基本計画を定めるに当たっては、あらかじめ、みやぎ食の安全安心推進会議の意見を聴くとともに、

議会の議決を経なければならない。

５ 知事は、基本計画を定めたときは、速やかにこれを公表するものとする。

６ 前３項の規定は、基本計画の変更について準用する。

第３章 食の安全安心の確保に関する施策

（生産及び供給体制の確立）

第７条 県は、生産者・事業者が安全で安心できる食品を生産し、及び供給するための体制の確立に関する必要

な施策を実施するものとする。

（監視、指導及び検査の強化）

第８条 県は、食品の安全性、食品の表示の適正化等について、一連の過程において一貫した監視、指導及び検

査に関する必要な施策を実施するものとする。

（情報の共有及び相互理解の促進）

第９条 県は、食の安全安心の確保に関し、情報の収集、分析及び公開に努め、関係者間の情報の共有及び消費

者と生産者・事業者との相互理解の促進に関する必要な施策を実施するものとする。

（体制の整備及び連携の強化）

第１０条 県は、食品の安全性を確保するための試験研究体制の整備並びに食品の摂取による県民の健康に係る

重大な被害の発生の未然防止及び当該被害の拡大を防止するための緊急の対処に係る体制の整備に関する必要

な施策を実施するものとする。

２ 前項に定めるもののほか、県は、食の安全安心の確保に関し、一連の過程において適切な施策を実施するた

め、国、他の都道府県、市町村等との密接な連携に努めなければならない。

（県民参加）

第１１条 県は、食の安全安心の確保に関し、県民が幅広く主体的に関わることができるよう、県民の参加の促

進に関する必要な施策を実施するものとする。

２ 前項に定めるもののほか、県は、食の安全安心の確保に関し、広く県民の意見を求めるための必要な措置を

講じ、施策に反映するよう努めるものとする。

（危害情報の申出）

第１２条 県民は、人の健康に悪影響を及ぼすおそれがある食品についての情報を入手した場合は、県に対して

適切な対応をするよう申出をすることができるものとする。

２ 県は、前項の申出があったときは、当該申出に係る事実を確認するため必要な調査を行い、当該申出の内容

に相当の理由があると認めるときは、関係法令に規定する必要な手続をとるものとする。

（自主基準の設定及び公開）

第１３条 生産者・事業者は、県民の安全で安心できる食品の選択に資するため、知事が別に定めるところによ

り、自らが提供する食品の安全性及び信頼性に関する基準の設定及び公開並びにその遵守に努めなければなら

ない。

２ 県は、前項の規定により生産者・事業者が行う基準の設定及び公開を促進するため、必要な措置を講ずるも

のとする。

（議会への報告）

第１４条 知事は、毎年度、食の安全安心の確保に関して講じた施策を議会に報告するとともに、公表するものと

する。

第４章 みやぎ食の安全安心推進会議

（設置等）
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第１５条 知事の諮問に応じ、食の安全安心の確保に関する重要事項を調査審議するため、みやぎ食の安全安心

推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。

２ 推進会議は、次に掲げる事項に関し、情報及び意見の交換を行い、必要があると認めるときは、知事に建議

することができる。

一 食の安全安心の確保に関する県の施策及び施策の評価に関すること。

二 食の安全安心の確保に関する関係者間の相互理解及び関係者の協働に関すること。

三 食の安全安心の確保に関する県民参加の促進に関すること。

四 その他食の安全安心の確保の推進に関すること。

（組織等）

第１６条 推進会議は、委員二十人以内で組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、知事が任命する。

一 学識経験を有する者

二 消費者を代表する者

三 生産者・事業者を代表する者

３ 委員の任期は、二年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間と

する。

４ 委員は、再任されることができる。

（会長及び副会長）

第１７条 推進会議に、会長及び副会長を置き、委員の互選によって定める。

２ 会長は、会務を総理し、推進会議を代表する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。

（会議）

第１８条 推進会議の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。

２ 推進会議の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。

３ 推進会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（意見の聴取等）

第１９条 推進会議は、必要があると認めるときは、議事に関係する者に対し、出席を求めて意見若しくは説明

を聴き、又は必要な書類の提出を求めることができる。

（会長への委任）

第２０条 この章に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、会長が推進会議に諮って定める。

第５章 雑則

（委任）

第２１条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１６年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ この条例の施行の際現に策定されているみやぎ食の安全安心アクションプラン（政策及び施策の基本的な方向

を定めた部分に限る。）は、第６条第１項の基本計画とする。

（検討）

３ 県は、この条例の施行後３年以内に、この条例の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、

その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

（附属機関の構成員等の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例の一部改正）

４ 附属機関の構成員等の給与並びに旅費及び費用弁償に関する条例（昭和２８年宮城県条例第６９号）の一部

を次のように改正する。

別表に次のように加える。

みやぎ食の安全安心推進会議の委員 出席一回につき １１，６００円 ５ 級


